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第１章 はじめに 

 

１−１ 目的 

 

本研究は、放射線発生装置の放射化をキーワードとして、これまでの評価が進んでいない放射線発生

装置に着目して、放射性同位元素等規制法に従って、実際に廃止措置を進めるうえで欠くべからざる課

題を抽出し、放射化物の評価手法の開発を行うことを目的としている。 

2017-18 年度においては、静電加速器施設、放射光施設、粒子線治療施設において、長期間の運転

に伴って発生する放射化の状況を明らかにすることを目的として、調査を進め、とくに長期間の利用に伴

って建屋のどこに放射化が発生するのかを明らかにしてきた。さらに、PET 薬剤製造用のサイクロトロン

施設を対象として、施設の廃止の際に発生廃棄物量として大きな割合を占める建屋コンクリートの放射化

評価について、測定手法の検討を進めた。また、加速器の放射化分布を画像化するための技術要素の

検討も進めた。 

次に廃棄物量として大きい金属の放射化の評価手法の検討に入る。検討対象は発生装置の中で最も

重量が大きく、非常に重要な検討対象となる大型電磁石とする。電磁石は、鉄や銅等で構成される。研

究では実際の施設に設置された電磁石各部品などを測定することによって、本課題の研究期間である２

年内で放射化の評価手法を確立する。放射線規制を進める上でのガイドライン作成などに資するにはど

のような測定や計算による評価を行う必要があるかという観点から研究を進めてきた。 

上記研究を踏まえて、2019-2020 年度においては、新たに以下の４つの課題をあげて、申請を行い、

採択された。 

 

（１）加速器施設の放射化／非放射化区分の明確化 

国内において施設が増加しており、技術革新の目覚ましい多様化した医療用の粒子線治療加速器施

設について、調査対象施設を増やして放射化の実態の調査（放射能測定、発生中性子量測定等）を行う

ことで、放射化／非放射化の領域を明確化する。廃止措置時に大きな重量を占めることになる大型電磁

石を中心として、稼働中の加速器の放射化状況の調査結果から、廃止時における放射化量の推定を行

えるようにする。 

 

（２）大型電磁石等の放射化調査 

使用を終えた大型電磁石金属のコアボーリング調査により内部の放射能分布の特徴を明らかにした上
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で、最終的には、これまでにコンクリートと同様にサーベイメータ等を用いた廃止時の簡便な定量評価方

法の確立を行う。 

 

（３）放射化分布のイメージングの検討 

放射化物測定のための技術要素が明確になったことから、放射化評価の妥当性を補足するイメージン

グ手法による放射能分布の計測・確認の評価も実施する。とくに、放射化物表面の線量率のマッピングを

行うとともに、共存する放射性核種毎の分布も明らかにするための技術的検討を進める。 

加速器施設の廃止措置において、加速器電磁石等の金属部の測定評価を効率化するために、放射

線イメージング技術による放射化分布のイメージング手法の確立を行う。実際の放射化電磁石を用いて、

核種毎の分布や放射能定量等を実施する。核種毎の分布や放射能定量等を実施する。 

 

（４）測定評価マニュアルの作成 

実際に廃止を行う際に、加速器施設の放射化／非放射化の領域分け（これまでの調査分を含む）及び

放射化測定・評価手法についての結果をもとに、測定評価マニュアルを作成するうえでの、項目を整理

する。 

本研究では、以上（１）から（４）の課題に取り組むことによって、放射化物の測定評価技術を一段と向上

させ、放射線安全管理の高度化に貢献することを目的としている。 

 

 

１−２ ２０１９年度研究成果の概要 

 

（１）加速器施設の放射化／非放射化区分の明確化 

陽子線治療施設の放射化調査による放射化／非放射化区分の明確化を行う。調査対象として選んだ

陽子線治療施設 3 施設のうち、2 施設の調査を完了した。残りの 1 施設は加速器トラブルのため今年度

内の調査が不可となったが、重要施設であるため、2020 年度に調査を継続することとした。 

 

（２）非汚染・非放射化の評価手順の検討 

金属の評価手順の検討のための電磁石等の放射化調査と放射化イメージングの研究を行う。実際の

放射化電磁石等を試料として、放射能分布やサーベイメータの線量率指示値と放射能の関係を調べ、

評価手順の検討のための基礎データとする。放射能分析のための試料採取、測定試料化を完了し、現

在分析中である。また、放射化イメージングによる測定評価の効率化を検討するための撮影を使用中の２

加速器に対して実施した。年度内に、放射能分布の測定に用いた電磁石のイメージングも行った。 
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（３）測定評価マニュアルの作成 

研究評価委員会で方針と内容を確認した。2017-2018 年度の成果も含め 4 ヶ年の研究成果をもとに、

加速器施設の廃止措置時の放射化の評価方法や取り扱いなどを中心にまとめることとなった。 

以下の各章では、上記研究の成果を紹介している。 

 

 

１−３ 研究実施体制 

 

（１）研究体制 

2019 年度の研究体制を図１―１に示す。 

 

（２）研究検討委員会 

研究検討委員会の構成を表１―１に示す。 

委員は 8 名からなり、委員長は上蓑義朋氏が選任された。第 1 回は 2019 年 7 月 22 日に自然科学

研究機構本部事務棟２階会議室で開催され、今年度研究方針を決定した。第２回は 2020 年 1 月 27 日

に日本アイソトープ協会第３会議室において開催され、研究報告並びに次年度作成予定の測定評価マ

ニュアルの編集方針、内容について審議した。両委員会とも、原子力規制委員会および PO の出席もい

ただき、指導助言を受けた。 

 

 
図１―１ 2019 年度研究体制 
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表 1 研究検討委員会委員 

氏名 協力内容 所属機関及び現在の専門 職名 

上蓑義朋 研究計画、成果報告等助言 理化学研究所 室長 

渡部浩司 研究計画、成果報告等助言 東北大学 教授 

大越 実 研究計画、成果報告等助言 日本アイソトープ協会 プロジェクトチーム

主査 

米内俊祐 研究計画、成果報告等助言 量子科学技術研究開発機構 チームリーダー 

榮 武二 研究計画、成果報告等助言 筑波大学 教授 

想田 光 研究計画、成果報告等助言 山形大学 准教授 

松田規宏 研究計画、成果報告等助言 原子力研究開発機構 研究員 

藤淵俊王 研究計画、成果報告等助言 九州大学 准教授 

 

（３）研究参加者 

表１―２に研究参加者を示す。 

表１―２ 研究参加者 

氏名 参加内容 
所属機関及び 

現在の専門 

所属機関で

の職名 

三浦 太一 研究全般（特に放射化測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

核・放射化学 
特別教授 

吉田 剛 研究全般（特にイメージング） 
高エネルギー加速器研究機構 

核・放射化学 
助教 

豊田 晃弘 研究全般（特に中性子・γ線測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

核・放射化学 
技師 

別所光太郎 研究全般（特に放射化測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

放射・分析化学 
准教授 

中村 一 研究全般（特に中性子・γ線測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

放射線計測 
先任技師 

西川 功一 研究全般（特に放射化測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

放射線計測 
特別技術職 

桝本和義 研究全般（特に中性子・γ線測定） 
高エネルギー加速器研究機構 

核・放射・分析化学 

研究員 
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（４）若手人材育成 

若手人材育成として、本研究機構助教 吉田 剛をあて、放射化調査やイメージング技術の開発等研

究の重点課題に取り組み、研究推進のリーダーシップを発揮することにしている。 

 

１−４ 研究実施状況 

 

2019 年度の研究実施状況を図 1―２に示した。 

7 月の研究検討委員会の承認を受け、仕様作成、入札等を経て、施設調査は 8 月初めから開始した。

放射化金属の調査は９月から開始した。陽子線治療加速器施設は、概ね 2019 年内に完了したが、1 施

設は加速器の故障のため本調査を完了できなかった、金属試料の測定では、電磁石の解体、コア抜き、

切断、測定を進めた。放射化イメージング測定は、施設調査及び電磁石調査の際に同時並行して行った。

また、国内学会および国際学会での研究報告並びに意見交換を進めた。 
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図 1―２ 研究実施状況 
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第２章 加速器施設の放射化／非放射化の明確化—陽子

線治療用加速器施設調査 

 

２−１ 調査目的 

 

国内において施設が増加しており、技術革新の目覚ましい多様化した医療用の粒子線治療加速器施

設について、調査対象施設を増やして放射化の実態の調査（放射能測定，発生中性子量測定等）を行う

ことで、放射化／非放射化の領域を明確化する。このための調査方針として、粒子線治療施設について、

施設の協力のもとに行う。施設規模や加速器の種類による違いを明らかにできるように対象施設を選択し

た。運転中に設置した中性子検出器により、発生中性子のフルエンスを測定する。運転終了後には、γ

線スペクトロメータによる放射性核種の定量を行う。また、加速器周りの放射化状況をサーベイメータによ

って測定するとともに、イメージング装置による実測も試みる。測定結果をまとめ、放射化／非放射化の判

定条件を明らかにする。 

 

 

２−２ 今年度調査施設 

 

調査の主旨を理解し、協力をいただいた施設は以下の 3 つであり、その施設の概要を紹介する。 

 

（１）相澤病院陽子線治療センター 

所在地：長野県松本市本庄 2-5-1 

設置：2014 年 9 月 30 日より治療開始 

利用数：2019 年 9 月 30 日時点、延べ 420 例 

加速器：サイクロトロン（住友重機械工業製） 

加速エネルギー：230MeV（固定） 

施設概要：図２―1 に施設断面図を示した。地下２階にサイクロトロン本体が設置されている。サイクロトロ

ン室は 12m×13m で、高さは 4m となっている。サイクロトロンの直径は 4m、重さ 200 トンである．サイク

ロトロンから出射された陽子はデグレータで連続的にエネルギーを変えられ、垂直方向に輸送、ガントリ

ー(360 度回転可能)を経て、地上１階の治療室に導かれる。治療に用いられる陽子エネルギーは 150 か
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ら 200MeV までが多用されている。照射室は 1 室で、照射はワブラー法及びラインスキャニング法が併

用されている。利用割合は 3:7 となっている。1 日あたり 10 数人の治療が行われている。 

 

 

図２−１施設概要 

（引用：http://w3.ai-hosp.or.jp/ptc/proton_therapy_center.html） 

 

（２）メディポリス国際陽子線治療センター 

所在地：鹿児島県指宿市東方 4423 番地 

設置：2011 年 1 月治療開始 

利用数：2020 年 1 月末まで治療患者数 3567 名 

加速器：シンクロトロン（三菱電機製） 

加速エネルギー：シンクロトロン最大加速エネルギーは 235MeV。 

施設概要：図２-２に施設レイアウトを示した。図右端のリニアックで 7MeV に加速した陽子を 4 つの偏向

電磁石からなるシンクロトロンに入射し、最大 235MeV まで加速し、取り出される。電流値は 11nA であ

る。照射室は３室あり、ワブラー法での照射が行われている。呼吸同期照射が行われている。治療室３は

2015 年からの利用となっている。これまで全部で、1 日あたり 60 件以上の治療照射が行われている。照

射エネルギーとしては 120、150、210 および 230MeV が利用されている。 
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図２−２ 施設レイアウト 

 

（３）北海道大野記念病院札幌高機能放射線治療センター 

所在地：北海道札幌市西区宮の沢２条１丁目１６番１号 

設置：2019 年 11 月治療開始、12 月保険診療開始 

加速器：超電導シンクロサイクロトロン（IBA 製 Proteus®One S2C2） 

施設概要：図２-３に施設概念図を示した。テニスコート程度の面積に加速器、回転ガントリー、照射室等

が 1 列に配置されている。サイクロトロン室は 6m×5m、高さは 4m 弱と非常に狭い。シンクロサイクロトロ

ンの加速エネルギーは 230MeV で、通常 135nA で運転されている。シンクロサイクロトロンから出射され

た陽子はデグレータで連続的にエネルギーを変え、隣のガントリー室に導かれる。ガントリーは 220 度の

回転が可能である。現在、治療が開始されたばかりである。 

 
図２−３ 施設概念図（引用：https://jp.medical.canon/products/rt/protetus_one） 
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２−３ 調査方法 

 

（１）事前調査 

運用中の加速器施設は、過去の運転時のビームロスで発生した中性子により、ビームラインやコンクリ

ートの建屋などの構成部材が放射化している可能性がある。今回、調査対象とした施設のどの箇所でビ

ームロスが発生しているかを把握するために、事前に施設側に協力を依頼し、代表点数か所における線

量計による中性子発生量の見積もりを行った。事前に施設から、利用状況、使用許可内容、運転状況、

モニターの設置状況等の情報収集を行った。相澤病院陽子線治療センターと北海道大野記念病院につ

いては、加速器施設内の放射線サーベイによる放射化状況の把握、線量計設置、本格的測定作業のた

めの測量、動線の確認を行い。調査日程、機材の搬出入等のスケジュール調整を行った。 

 

（２）運転中の中性子フルエンスの測定 

廃止時において、加速器室内の放射化として最も考慮すべきことは、建屋や周辺部の熱中性子による

放射化である。そこで、運転中の中性子発生量を以下の 3 種類の線量計、すなわち(1) 金箔を用いる放

射化検出器、(2)中性子検出用 TLD、(3) CR-39 を用いた固体飛跡検出器を用いた。これらの線量計を

ターゲット周辺や発生装置室内に設置し、運転中の中性子フルエンスを測定した。 

 

（A）金箔を用いる放射化検出器 

検出器セット：１ヶ所につき 3 枚の金箔（直径 6mm、厚さ 20μm、質量約 10mg）を用いた。熱中性子フ

ルエンス率の算出のため、２枚の金箔のうち 1 枚はカドミウム箔 (1mm 厚，10mm 角)で挟み込んだ。 

設置方法：ポリ袋(0.04mm 厚)をシーラーで２つ区分けして、それぞれに裸の金箔とカドミウム板で挟んだ

金箔を入れる。それを、壁、床、本体等にテープで貼りつける。 

測定方法：基準となる金箔中に生成した 198Au 放射能は Ge 検出器(GC2518、ミリオンテクノロジーズ・キ

ャンベラ)を用い、検出効率は効率計算ソフトウェア ISOCS 4.2（ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ）を使

用して、放射能を求めた。基準とする金箔とともに、全ての金箔は同時にイメージングプレート(BAS-MS 

2025,富士写真フイルム)に密着したのち、イメージリーダー（Typhoon FLA7000、GE ヘルスケア）を用

いて個々の発光強度を求め、198Au の放射能に換算した。解析ソフトウェアは ImageQuantTL V7.0 

（GE 製）を用いた。 

 

（B）固体飛跡検出器 CR-39 

固体飛跡検出器 CR-39：長瀬ランダウアのルミネスバッジ（中性子検出器付）を使用した。 
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測定原理：速中性子(100keV〜10MeV)は、CR-39 の前面にポリエチレン板を置き、H(n,p)反応で生成

する反跳陽子が CR-39 で飛跡をつくることを利用して検出する。一方、熱中性子(<0.5eV)は CR-39 の

前面にホウ素入りポリエチレンを置いて、10B(n,α)7Li で発生したα粒子の飛跡から求める。中性子線量

（mSv）を求めることができるものである。通常は、線量での評価が行われるが、今回は、飛跡数の情報を

提供してもらい、熱中性子フルエンスに換算した。また、一方にカドミウム箔(厚さ 0.5mm)で包装して、熱

中性子による飛跡に速中性子等の放射線が与える影響を求める方法も試みた。図２－４は線量計を示し

ている。線量計の右部分に CR-39 の素子が入っている。 

 
図２−４ ルミネスバッジ（引用：https://www.nagase-landauer.co.jp/luminess/others.html） 

 

（C）中性子検出用熱蛍光ルミネッセンス(TLD) 

検出素子は UD813PQ4(Panasonic)を TLD リーダーは UD-7900M を使用した。この TLD はγ線

と中性子に感度のある蛍光 6Li210B4O7(Cu)とγ線に感度があり中性子に感度のない蛍光体

7Li211B4O7(Cu)をそれぞれ２個ずつ組み合わせてあり、図２－５は素子を引き出した状態のTLDである。

測定点に 0.5mm 厚のカドミウム箔で覆った TLD と裸の TLD を設置し、二つの TLD の読取値の差を

取ることによってγ線と熱外中性子の影響を取り除き、熱中性子の寄与を求める。読み取った値と熱中性

子フルエンスの関係は高エネルギー加速器研究機構の熱中性子標準場で校正して求めてある。 

 
図２−５ TLD 
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（３）運転終了後サーベイ 

加速器運転に伴うビームロス量および、その発生箇所は、ビームライン構成物中に生成する放射性核

種の放射能および線量率として顕在化する。ここでは、加速器の運転直後にビームライン全体の表面線

量率を測定することで、ビームロス箇所と大きさを迅速かつ簡便に調べる手法について説明する。表面線

量率の測定には、管理区域における汚染サーベイに用いられているのと同じ、市販のヨウ化ナトリウムシ

ンチレーション式サーベイメータ（以下「NaI サーベイメータ」という）を用いる。検出器のプローブを測定

対象物に接触させ、時定数:τの 3 倍時間経過後の線量率指示値を読み取り記録する。迅速さを優先す

る場合は短い時定数に設定し、値の正確さを優先する場合は長い時定数に設定することが望ましいが、

通常は、10 秒、もしくは 3 秒に設定する。 

 

（４）スペクトロメータによる放射化核種分析 

前項のNaIサーベイメータによる調査では、ビームライン全体の放射化状況を迅速かつ簡便に把握す

る手法について紹介した。ここでは、運転終了後のサーベイで高線量を示した地点を中心に、臭化ランタ

ンシンチレーションスペクトロメータ（LaBr3 検出器）の測定によるγ線スペクトルの取得を行い、ビームロ

スにより生成した核種の同定手法について述べる。各測定地点のγ線スペクトル中に現れたピークのエ

ネルギーや、加速粒子の種類とエネルギー、ビームロス地点の構成材料等の情報より、生成核種の種類

を推定する。加速器の放射化で生成する代表的な核種としては、ステンレス鋼（以下「SUS」という）中の

クロムに起因する 52Mn や鉄に起因する 56Co が挙げられる。 

2017~2018 年度に行った我々の研究成果の一つに、コンクリート床の測定による中性子発生量を推

定する新規手法の開発がある。これは、コンクリートの床を、前項で紹介した放射化検出器に見立て、運

転中に発生した中性子によりコンクリート中に生成した 24Na 放射能を、厚み 6.5cm の鉛遮蔽体で囲った

Ge 検出器、もしくは臭化セリウムシンチレーションスペクトロメータ（CeBr3 検出器）により定量するもので

ある。放射能の定量にあたっては、金箔と同様に、対象となる期間の運転履歴の解析を行い、飽和係数

を求めて値を決定する。導出した放射能と運転履歴、そしてコンクリート中のナトリウムの濃度、熱中性子

吸収断面積の情報により、運転期間中の熱中性子の発生量を見積もる。 

 

（５）放射化の将来予測 

線量計や放射化検出器、コンクリート床の測定等により求めた運転時の平均中性子発生量より、30 年

運転後にコンクリート中に生成する 60Co と 152Eu の放射能濃度を推定することができる。運転中の平均

熱中性子フルエンス率、コンクリート中のコバルトとユウロピウムの濃度と熱中性子吸収断面積の情報によ

り、加速器の寿命の目安である 30 年間の運転を行ったと仮定して、それぞれの核種について累積の放
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射能量を見積もる。運転条件は加速器の設置されている施設や使用目的毎に異なるので、一律ではなく、

実際の運転を再現するような条件を設定することが望ましい。30 年後の放射能生成量が、クリアランスレ

ベルを十分に下回っているのであれば、その施設については、通常の運転を続ける限り、廃止措置時に

おける施設の放射化は皆無に等しいと予想される。今回の調査対象施設においても、本手法により放射

化の程度を、評価地点毎に詳細に見積もった。 

 

 

２−４ 調査結果 

 

（１）相澤病院陽子線治療センター 

(A) 運転中の中性子フルエンス率の測定 

運転中の中性子測定のための線量計として、CR-39（42 箇所）、金箔（40 箇所）、TLD（26 箇所）を加

速器本体室内のサイクロトロン、デグレーダ、ビームライン、回転ガントリーおよび照射室に設置した。設

置個所一覧を図２－６－１～２－６－３に示す。設置期間中の加速器運転は 2019 年 10 月 21 日 7:43

から 21:31 までの約 14 時間であった。各設置箇所における熱中性子フルエンス率を表２－１に示す。

TLD と金箔は 103 ~104 cm-2•s-1 のオーダーで、両者で取得した熱中性子フルエンス率の値は多くの測

定地点でよい一致を示した。CR-39 が他の検出器よりやや高く検出されるが，理由は研究中である。 

 

 
図２－６－１ 相澤病院陽子線治療センター調査での線量計設置個所一覧（加速器室） 
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図２－６－２ 相澤病院陽子線治療センター調査での線量計設置個所一覧（ビームライン縦断面） 

 

 
図２－６－３ 相澤病院陽子線治療センター調査での線量計設置個所一覧（治療室） 
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表２－１ 相澤病院陽⼦線治療センター調査での熱中性⼦フルエンス率導出結果 

 

No. 

 

設置場所 

熱中性子フルエンス率 

(neutrons/cm2/s) 

TLD CR-39 金箔 

101 サイクロトロン室の入り口側壁、入って左側、高

さ 125cm 

1.73E+03 4.23E+03 2.24E+03 

102-1 サイクロトロン室の入口から見て左壁。部屋の角

から水平に 40cm、高さ 125ｃｍ 

1.02E+03 2.88E+03 1.49E+03 

102-2 サイクロトロン室の入口から見て左壁。部屋の角

から水平に 415cm、高さ 125ｃｍ 

1.54E+03 3.99E+03 1.89E+03 

103 サイクロトロン室の入口から見て左壁。放射化物

の部屋の角から水平に 220cm、高さ 125ｃｍサ

イクロトロンの出射口が見える位置 

2.24E+03 7.07E+03 3.04E+03 

104 サイクロトロン室の入口から見て向かい壁。デグ

レーダから 475ｃｍ、高さ 125cm 

3.22E+03 9.86E+03 4.09E+03 

105 サイクロトロン室の入口から見て右壁。部屋の角

から 100cm、高さ 125ｃｍ 

1.24E+03 3.15E+03 1.57E+03 

106 サイクロトロン室の入口から見て右壁の真ん中あ

たり。高さ 125ｃｍ、デグレーダから 490ｃｍ 

3.26E+03 9.15E+03 3.68E+03 

107-1 サイクロトロン室の入口から見て右壁。部屋の入

口側の角から 315cm、高さ 125ｃｍ。デグレーダ

を挟んだ測定点 137 と 136 の延長と壁が交差

するあたり。 

1.99E+03 4.69E+03 2.78E+03 

107-2 サイクロトロン室の入口から見て右壁。部屋の入

口側の角から 60cm、高さ 125ｃｍ。 

1.69E+03 3.97E+03 2.29E+03 

111 サイクロトロン本体表面、入口から見て右壁に向

き合っている面、高さ 125cm 

9.02E+02 4.02E+03 1.68E+03 

112 サイクロトロン本体表面、入口側壁に向き合って

いる面の穴、高さ 135cm 

6.75E+02 3.81E+03 1.42E+03 

113 サイクロトロン本体表面、デフレクターの位置、

高さ 125cm 

8.21E+02 7.13E+03 1.52E+03 
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114 サイクロトロン本体表面、下流側から見て出射口

の右側 

2.09E+03 1.14E+04 3.13E+03 

121 電磁石 QE01（サイクロトロンに 1 番近い）の上

流ビームライン 

－ 1.62E+04 2.74E+03 

122 デグレーダの上流側フランジ － OD 7.03E+03 

123 電磁石 QE03（コリメータ下流）の下流側ビーム

ライン 

－ OD 3.68E+03 

124-1 電磁石 BE01（ビームを上に曲げる）の上流側ビ

ームライン 

－ 2.62E+04 3.71E+03 

124-2 電磁石 BE01（ビームを上に曲げる）の下流側ビ

ームライン 

－ 7.27E+03 2.18E+03 

131 電磁石 QE01 の上流側ビームラインの床面 3.24E+03 1.35E+04 4.15E+03 

132 デグレーダの床面 1.22E+04 3.83E+04 1.52E+04 

133 電磁石 QE03（コリメータ下流）の下流側ビーム

ラインの床面 

6.16E+03 2.80E+04 1.11E+04 

134 電磁石 BE01（ビームを上に曲げる）の上流側ビ

ームラインの床面 

2.95E+03 1.13E+04 4.70E+03 

135-1 デグレーダからビームラインに直角方向で上流

から右に 195cm の床面 

3.43E+03 1.12E+04 5.04E+03 

135-2 デグレーダからビームラインに直角方向で上流

から右直ぐの床面、スペクトル測定点１と同じ場

所 

6.21E+03 2.23E+04 9.54E+03 

136 デグレーダからビームラインに直角方向で上流

から右に 395cm の床面 

2.99E+03 6.88E+03 4.02E+03 

137 デグレーダからビームラインに直角方向で上流

から左に 195cm の床面 

4.47E+03 1.49E+04 7.40E+03 

138 サイクロトロン本体真下の地下床面 2.46E+03 5.90E+03 3.97E+03 

201 立ち上がりビームライン偏向電磁石 BE02 の下

流側ビームラインと同じ高さの壁、床から 4.57ｍ 

4.32E+02 1.50E+03 6.60E+02 

202 立ち上がりビームライン偏向電磁石 BB01 の上

流側ビームラインと同じ高さの壁 

7.06E+01 1.44E+02 8.57E+01 
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211 立ち上がりビームライン偏向電磁石 BE02 の下

流側ビームライン 

－ 1.63E+03 3.35E+02 

212-1 立ち上がりビームライン偏向電磁石 BB01 の上

流側ビームライン 

－ 2.78E+02 8.25E+01 

212-2 立ち上がりビームライン偏向電磁石 BB02 の下

流側ビームライン 

－ 5.93E+01 － 

203-1 ガントリー室。ガントリーが入る溝の床面 1.20E+01 3.86E+00 1.24E+01 

203-2 ガントリー室。ガントリーが入る溝の横の床面 7.98E+00 1.16E+01 1.10E+01 

204-1 治療室。治療台から正面の壁。高さ 82cm。CT

の穴から見える場所。 

9.31E+00 3.51E+00 － 

204-2 治療室。治療台から右側の壁。高さ 95ｃｍ。 1.70E+01 8.77E+00 － 

205 治療室。治療台の支柱近くの床面 1.70E+01 1.37E+02 2.99E+01 

206 ガントリー室。ガントリー室に降りて、一番奥のラ

イトのスイッチの下。高さ 100cm。 

6.40E+00 1.75E+00 9.74E+00 

214-1 ガントリー偏向電磁石 BG103 の上流 － 2.52E+01 8.12E+00 

214-2 ガントリー偏向電磁石 BG103 の下流 － 6.86E+02 3.59E+00 

215-1 ガントリー偏向電磁石 BG104 の上流 － 7.28E+03 1.99E+01 

215-2 ガントリー偏向電磁石 BG104 の下流の最初の

アングル脇 

－ 6.91E+01 1.02E+01 

215-3 ガントリー偏向電磁石 BG104 の下流の 2 番目

のアングル脇 

－ 3.15E+02 3.06E+01 

※ 「－」：検出器を設置していない。「OD」：過剰検出により定量不可。 

 

(B) 運転終了後の線量測定 

サイクロトロン本体およびその周囲は残留磁場の影響によりサーベイメータが動作不良を起こし、測定

ができなかった。NaI サーベイメータによる測定では、ガントリーの偏曲電磁石 BG104 が 14 μSv/h で

最大値を示した。 

 

(C) 運転終了後のスペクトロメータ測定 

LaBr3 検出器での測定結果では、ビームラインの構成物より、SUS 中のクロムに起因する 52Mn や鉄

に起因する 56Co が検出された。デグレーダからは、7Be や、アルミ合金製の支持枠に起因すると思われ
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る 22Na、24Na が検出された。 

 

(D) 運転終了後のコンクリートの放射化測定 

加速器室では室全体で，治療室では治療ベッド付近でコンクリート中に生成した 24Na が検出された。

そこで、コンクリート中のナトリウム濃度を 2.1%として熱中性子フルエンス率を求めたところ、加速器室で

101 ~102 cm-2•s-1のオーダーであり、TLD と金箔の解析値を再現する結果が得られた。コンクリート中の

24Na 放射能生成から得られた熱中性子フルエンス率から求めた 30 年運転後のコンクリート中の 152Eu

と 60Co の放射能濃度推定値において，クリアランスレベルの 0.1Bq/g を超える測定値はなかったが，ビ

ームロスの大きなデグレーダの周辺はクリアランスレベルに近い値が得られた。建屋コンクリートについて

は非放射化として取り扱える可能性があることがわかった。 

 

（２）メディポリス国際陽子線治療センター 

(A) 運転中の中性子フルエンス率の測定 

運転中の中性子測定のための線量計として、CR-39（42 箇所）、金箔（40 箇所）、TLD（26 箇所）を加

速器本体室内のビームライン、回転ガントリーおよび照射室に設置した。設置個所一覧を図２－７に示す。

設置期間中の加速器運転は 2019 年 12 月 20 日 6:45 から 17:05 までの約 10 時間であった。各設置

箇所における熱中性子フルエンス率を表２－２に示す。TLD と金箔は 101 ~102 cm-2•s-1のオーダーで、

両者で取得した熱中性子フルエンス率の値は多くの測定地点でよい一致を示した。出射用セプタムで最

高値を示したが、全体的に著しく高い地点はなく、運転中の中性子はフラットに分布をしていることがわか

った。CR-39 は TLD、金箔に比べ１桁高い値を示す傾向にあった。同じ現象は、筑波大学陽子線治療

施設等でも確認されている。 

 
図２－７ メディポリス国際陽子線治療センター調査での線量計設置個所一覧 
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表２－２ メディポリス国際陽⼦線治療センター調査での熱中性⼦フルエンス率導出結果 

 

No. 

 

設置場所 

熱中性子フルエンス率 (neutrons/cm2/s) 

TLD CR-39 金箔 

50 入射用セプタム電極 床 2.18E+02 3.50E+02 1.35E+02 

51 出射用セプタム電極 床 6.08E+02 2.52E+03 4.88E+02 

52 出射用セプタム電磁石 床 3.60E+02 2.81E+03 3.71E+02 

53 ノックアウト電極 床 2.87E+02 5.59E+02 1.73E+02 

54 入射用セプタム電極入口 金網 9.37E+01 5.97E+02 6.75E+01 

55 ノックアウト電極入口 9.89E+01 7.87E+02 7.48E+01 

56 出射用セプタム電極入口 金網 5.86E+02 3.12E+03 5.97E+02 

57 出射用セプタム電磁石入口 － 3.94E+04 － 

58 リニアックデバンチャ出口側 － 2.92E+02 6.26E+01 

59 シンクロ山越えビームパイプ － 4.67E+03 8.22E+01 

60 STX01K 入口側 － 4.59E+03 1.88E+02 

61 SC01K 出口側 － 1.01E+03 6.19E+01 

62 QM03K 出口側 9.15E+01 4.07E+02 4.81E+01 

63 SC02K 入口側 1.16E+02 3.57E+02 1.10E+02 

64 SC03K 入口側 － 2.72E+04 1.20E+02 

65 QM09K 出口側 2.30E+02 1.78E+03 1.05E+02 

66 リング中心部 床 3.43E+02 1.02E+03 2.12E+02 

67 リニアックデバンチャ側側面 東壁 1.85E+02 3.50E+02 1.55E+02 

68 入射用セプタム電極側面 北壁 1.84E+02 3.73E+02 1.48E+02 

69 出射用セプタム電極側面 西壁 8.61E+01 3.54E+02 1.21E+02 

70 出射用セプタム電極側面 南壁 3.66E+02 1.52E+03 5.25E+02 

71 SC02K 入口側 床 1.04E+02 3.16E+02 1.32E+02 

72 QM09K 出口側 床 1.31E+02 8.49E+02 1.99E+02 

73 SC04 入口 － 2.46E+03 7.11E+01 

74 SC06 入口 － 7.37E+01 5.49E+00 

75 FCK － － 9.10E+01 

76 G1 ガントリー室 床 2.60E+01 8.32E+01 1.98E+01 

77 G2 ガントリー室 床 7.43E+01 2.97E+02 1.00E+02 
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78 G3 ガントリー室 床 7.25E+01 2.19E+02 6.93E+01 

79 G1 照射室ベッド側面 1.07E+01 1.13E+03 1.21E+01 

80 G2 照射室ベッド側面 4.42E+01 1.65E+03 1.10E+02 

81 G3 照射室ベッド側面 2.35E+01 1.24E+03 7.40E+01 

85 G3 ガントリーBM02G3 上流 － 1.88E+04 1.06E+02 

84 G2 ガントリーBM02G2 上流 － 2.15E+04 3.45E+01 

83 G1 ガントリーBM０２G１上流 － 5.64E+03 9.42E+01 

82 ダンプ下流 壁 － 4.60E+03 1.70E+02 

86 G3 治療室の壁 3.31E+01 2.16E+02 2.06E+01 

87 G2 治療室の壁 1.06E+02 2.24E+02 1.04E+02 

88 G1 治療室の壁 7.27E+01 8.32E+01 1.03E+02 

89 G3 ガントリー振り上げ Bmagj 上流 － 8.80E+01 － 

90 G3 ガントリーヘッド出口 － 1.12E+02 － 

91 G3 ガントリーベンド入口 － 9.04E+01 － 

92 G3 ガントリーリッジフィルター近傍 － 1.53E+03 － 

※ 「－」：検出器を設置していない。 

 

 

(B) 運転終了後の線量測定 

NaIサーベイメータによる測定で、ビームストッパ等の一部構成部材が測定限界値である 30μSv/h以

上を示したため、改めて電離箱による測定を行った。表面線量率の最大値はビームストッパの 172 μ

Sv/h であった。 

 

(C) 運転終了後のスペクトロメータ測定 

LaBr3 検出器での測定結果では、ビームラインの構成物より、SUS 中のクロムに起因する 52Mn や鉄

に起因する 56Co が検出された。ビームストッパ―からは、アルミニウム合金に起因すると思われる 22Na、
24Na が検出された。 

Ge 検出器によるコンクリート中の 24Na 測定により、中性子フルエンス率を求めたところ、加速器室で

101 ~102 cm-2•s-1のオーダーであり、TLD と金箔の解析値を再現する結果が得られた。 
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(D) 運転終了後のコンクリートの放射化測定 

ビームロスポイント付近のコンクリート床で 24Na が検出された。コンクリート中の 24Na 放射能生成から

得られた熱中性子フルエンス率から求めた 30 年運転後のコンクリート中の 152Eu と 60Co の放射能濃度

推定値において，最も高いところで 0.0016Bq/g であり，クリアランスレベルの 0.1Bq/g より十分低く，建屋

コンクリートについては非放射化として取り扱えると結論付けた。 

 

（３）北海道大野記念病院 

超電導シンクロサイクロトロン方式の加速器の調査は初めてであるため、本格的な調査を行う前に、予

備調査として、施設の見学および、残留放射能、残留磁場の測定を行った。予備調査において、加速器

室内の磁場が強く、サーベイメータを含むほぼ全ての電子機器が使用できない環境下であることがわか

った。また、施設関係者への聞き取り調査により、装置の励磁を停止し、磁場が軽減される機会は、ほと

んどなく、あったとしても、メンテナンスの機会に充当されるため、立ち入り制限がかかるということが判明し

た。当初、本施設においても、放射線イメージング技術による評価を行う予定であったが、上記を鑑みると、

磁場の影響で電子機器である装置が使用不可となることが十分に予想できたため、イメージング技術に

よる評価を中止する決断をした。 

  予備調査の結果を踏まえて、2019 年 11 月 29 日～30 日に、線量計等による本調査を行う予定であ

ったが、調査前日に、施設側より加速器重故障の連絡を受け、次年度に延期するに至った。 

  延期された本調査に先立ち、2020 年 1 月 29 日～30 日に、線量計と金箔による、加速器室の中性子

発生量の測定を行った。設置個所を図２－８に、導出した熱中性子フルエンス率を表２－３に示す。熱中

性子フルエンス率は 103~104 cm-2•s-1 のオーダーであった。絶対量の小さい No.5 治療室の床を除いて、

各種線量計より求めた熱中性子フルエンス率の値は、非常によい一致を示した。他施設の加速器と運転

中の中性子発生量を比較すると、相澤病院陽子線治療センターと同程度であることがわかった。 
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図２－９ 北海道大野記念病院陽子線治療施設予備調査での線量計設置個所一覧 

 

表２－３ 北海道⼤野記念病院陽⼦線治療施設予備調査での熱中性⼦フルエンス率導出結果 

 

No. 

 

設置場所 

熱中性子フルエンス率 (neutrons/cm2/s) 

TLD CR-39 金箔 

1 加速器室 北東壁 8.93E+03 6.60E+03 1.07E+04 

2 加速器室 床 1.61E+04 1.30E+04 1.68E+04 

3 加速器室 南西壁 1.66E+04 1.71E+04 2.01E+04 

4 ガントリー室 壁 1.40E+01 2.48E+00 ― 

5 治療室 床 4.03E-01 2.75E+02 ― 

6 加速器室 南東壁 8.49E+03 7.38E+03 ― 

※ 「－」：検出器を設置していない。「ND」：生成放射能が低く，検出できなかった。 

 

 

２−５ まとめ 

 

今年度の調査を通して、中性子の測定法、加速器室内の放射化調査のためのサーベイ法、スペクトロ

メータでの放射化核種測定手法の検討が進んだ。サイクロトロン、シンクロトロンおよびシンクロサイクロト

ロンの 3 つの加速器タイプの陽子線治療施設の調査を行った。サイクロトロン、シンクロサイクロトロンの引

き出しビームが約 100nA に対して、シンクロトロンは約 10nA で 1/10 であった。実際に照射室で治療に

利用される場合には数 nA となっていることから、その差が輸送途中でのビームロスとなり、主要なロスは

エネルギー低減に用いられるデグレータで発生していると想定される。今回測定した熱中性子フルエンス
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率を比べるとシンクロトロンの方が約 1 桁小さい値となっていた。また、熱中性子フルエンス率はデグレー

タ近傍で高く、そこを発生源として加速器室内に拡がっていることが確認された。シンクロトロンでは、ビー

ム引き出し部やビームダンプ等の周辺部で熱中性子フルエンス率が若干高くなっている。また、ビームス

キャニング法とワブラー法では 1 回の治療で照射される陽子数が異なっているととともに、照射時間も異

なっていると想定される。サイクロトロンの施設では、ビームスキャニング法とワブラー法、シンクロトロン施

設ではワブラー法、シンクロトロンサイクロトロンの施設ではビームスキャニング法のみとなっている。シンク

ロサイクロトロンの故障で調査が完了できていないが、次年度にそれらの比較検討をすることにしたいと考

えている。 

加速器室内の放射化について施設廃止の際のシミュレーションを行った結果サイクロトロン施設のデグ

レータ近傍などについては床コンクリートの放射化の評価が必要となってくる可能性があるが、それ以外

では全く放射化は無視できる。ガントリー室や照射室も建屋の放射化の可能性はない。次に、金属の放

射化については、回転ガントリーの出口のビーム引き出し部で放射化が認められたが、ガントリー本体そ

のものは放射化が無視できるといえる。ビームライン等直接陽子ビームが輸送された箇所の放射化は生

じている可能性があるが、周辺の電源や、ケーブル、冷却水パイプ、架台等の放射化の可能性は極めて

低いと想定される。詳細な判定のためには、デグレータやダンプ等を取り外した上で、サーベイする必要

がある。 

  

- 887 -



24 
 

 

第３章 非汚染・非放射化の評価手順の検討（大型電磁

石等の放射化調査） 

 

３−１ はじめに 

 

 本章では、放射化した電磁石の金属部分の放射化を調査するために、コア抜きによる試料採取調整後、

核種組成分析、均一性評価のための深度分布測定を行ったので、その結果について報告する。また、コ

ア試料採取部位の表面線量率をサーベイメータで測定し、線量率と放射能の関連性を調査することで、

線量率測定から放射能濃度を算定するための基礎的検討を行ったので、結果を報告する。 

 

 

３−２ 電磁石金属部内の生成核種と放射能深度分布調査 

 

（１）目的 

2017 年度から継続している本研究の成果より、これまで、施設の廃止の際に発生廃棄物量として大き

な割合を占める建屋コンクリートの放射化評価について、測定手法の検討を進め、実際の施設廃止の際

の活用について道筋を示すことができた。次の課題として、同様に廃棄物量として大きい金属の放射化

の評価手法の検討に入る。検討対象は、鉄や銅で構成されており、発生装置本体の中で最も大きな重量

を占める大型電磁石とする。大型加速器施設において、実際に使用された電磁石の各部品を測定するこ

とにより、金属放射化の評価手法の確立を目指す。 

具体的には、大型電磁石を構成する部品に対して、コアボーリング法で金属試料の採取を行い、放射

性核種毎の深度分布を求める。測定結果をもとに、代表核種とそれ以外の核種について、生成放射能比

をあらかじめ明らかにし、代表核種から全放射能を推定できるようにする。そして、金属試料採取部位お

よびその周辺部の表面線量率をサーベイメータで取得し、線量率と放射能の関係を明らかにすることが

できれば、金属放射化物の安全取扱に大いに資すると期待される。 

上記の条件を満たす調査対象として、2006 年 3 月より運転を停止している高エネルギー加速器研究

機構 12 GeV 陽子シンクロトロン (以下「KEK-PS」という)の電磁石を選定し、ヨークやコイル、ダクト等の

金属部品のコアボーリング調査により、電磁石内部の生成核種と放射能分布の特徴を明らかにした。 
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（２）調査した電磁石の概要 

 今回対象とした電磁石は、2006 年 3 月まで KEK-PS やその関連施設であるカウンターホール、ニュー

トリノラインに設置されており、実際に使用されていた。2017 年 10 月にイメージングによる調査を行うた

め、放射化物使用棟内に移設を行った。概要を表３－１にまとめる。これらの電磁石は、2017 年度の研

究で、放射線イメージング技術による評価（製品状態での放射化部位および核種の特定評価）を行って

いる。 

 

表３－１ 調査対象電磁石 

 4D214 Q416 WS 

 

 

外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表面線量率※1 110 μSv/h 15 μSv/h 40 μSv/h 

検出核種※2 60Co, 22Na 60Co, 22Na 60Co, 22Na 

設置場所 北カウンターホール ニュートリノライン ニュートリノライン 

運転期間 1990~2005.12 1999~2004.11 1999~2004.11 

※1  :  2018 年 1 月に電離箱サーベイメータ（日立製作所製）で測定 

※2  :  2018 年 1 月に CZT 検出器（Kromek 製 GR1）で測定 

 

（３）金属部品からのコア試料採取 

コア試料採取を行うに先立って、調査対象電磁石を個別の構成部品毎に分解した。その後、放射化物

使用棟内に仮設のクリーンハウスを設置し、その中でヨークやコイル、ダクトといった金属部品からのコア

試料採取を行った。図３－１にコア試料採取時の様子を、図３－２に取り出したコア試料を示す。合計、18

部品からコア試料を採取し、採取したコアの総延長は 4.6 m であった。 
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図３－１ 電磁石部品からのコア試料採取の様子 

 

 
図３－２ 電磁石部品から採取したコア試料（4D214-E） 

 

（４）コア試料採取地点における存在核種の同定と放射能深度分布の導出 

採取したコア試料は、長さ 1 cm 毎に切断され、Ge 検出器でのγ線測定検体として調整された。取り

代不足等の理由により、1 cm が確保できなかった場合は、切断せずに測定検体とした。測定検体は全部

で 400 個作成され、各コア試料につき、表層と最深部の 2 箇所のγ線スペクトロメトリーを Ge 検出器に
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て行い、スペクトルより存在核種の同定および、放射能の定量を行った。解析を進めるうちに、当初予想

していた熱中性子反応で生成する 60Coの他に、より高いエネルギー領域の核破砕反応由来の核種生成

が確認された。金属部品内に入射した粒子は、深部に行くにつれ急激にエネルギーを落とすので、特に

表層付近の浅い部分の核種分布を緻密に調べる必要が出てきた。ゆえに、追加で 25 検体の測定を行

い、核種分布データを補完することを決定した。 

図３－３に 4D214-G（下部ヨーク）の上流部より採取したコア試料の放射能深度分布を示す。ビームダ

クトに接していた面が表面側である。60Co、44Ti とその娘核種の 44Sc、54Mn、22Na、そして、42K の 6 核

種が検出された。60Co と 54Mn は深さ方向の放射能の減衰が緩やかであり、熱中性子や低エネルギー領

域の核反応由来であることを表している。一方で、44Ti、44Sc、42K、22Na は、深さ方向の放射能の減衰が

急激であり、核破砕反応などの高エネルギー核反応由来であることを表している。ヨーク全体に高線量部

位が分布していることが示された。図３－４は、同じ 4D214-G の下流部より採取したコア試料の放射能深

度分布である。60Co に着目すると、放射能の絶対値も深さ方向の減衰率も上流と下流で変化がないこと

が示されたが、44Ti、44Sc、42K、22Na については、下流部の方が、上流部よりも減衰率が大きいことが示

された。核子を十数個も放出する反応は、エネルギーが高い方が起こりやすく、ゆえに、上流側に偏って

分布していると考えられる。 

 

 
図３－３ コア試料の放射能深度分布（4D214-G, 上流部より採取） 
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図３－４ コア試料の放射能深度分布（4D214-G, 下流部より採取） 

 

 

３−３ 電磁石内の生成核種放射能と表面線量率の関連性 

 

（１）目的 

大型電磁石等の大型機器に対してコアボーリング法で金属をサンプリングして、放射性核種毎の深度

分布を求める。測定結果をもとに、代表核種とそれ以外の核種について、生成放射能比をあらかじめ明ら

かにし、代表核種から全放射能を推定できるようにするとともに、サーベイメータで得られる線量率と代表

核種の濃度との関係を求めることができれば、金属放射化物の安全取扱に大いに資することになると期

待される。 

 

（２）調査方法 

2018 年度の安全研究で我々が開発した小型 CsI サーベイメータと専用遮蔽体を用いて、３―３(３)節

において、分解した電磁石の表面を測定した。測定箇所はコア試料採取箇所および、その周辺部位とし、

合計 84 箇所であった。そのうち、代表箇所について、線量率から放射能濃度を推定する手法開発のた

めの予備的検討として、表面線量率と同定核種の放射能の関係を明らかにすることを試みる。 
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（３）60Co を均一に含む鉄ブロックを標準とした検出器の校正 

電磁石での評価を行う前に、60Coを均一に含むDuratek製の原子炉材再利用鉄ブロックを標準試料

とした検出器の校正を行った。標準試料とした鉄ブロックは 1.3 m×1.3 m×0.65 m であり、６面の線量

率測定を行った。図３－５に示すように様々な種類のサーベイメータとスペクトロメータを厚み 6.5 cm の鉛

遮蔽体で囲い表面線量率と放射能の測定を行った。検出効率は事前のシミュレーションにより、鉄製の

電磁石ヨーク表面にγ線検出器を密着させて測定を行った時、検出可能な領域がどの程度であるのか

見積もった。検出器を中心に、直径 20 cm 深さ 7 cm までの領域より、検出器に到達するγ線の 95 %が

飛来することがわかった（60Co 1333 keV の場合）。 

 

 

図３－５ Duratek 鉄の測定の様子 

 

（４）コア抜き箇所の表面線量率と放射能定量結果の比較 

コア試料より求めた放射能の値と CsI サーベイメータで測定した表面線量率より、核種毎に検量線を

作成し、全 84 箇所について放射能の推定値を見積もった。次年度、金属放射化物の放射化評価手法

確立に向け、さらに検討を重ね、CeBr3 検出器での放射能測定の値とも整合を取り、表面線量率と放射

能の関係をより明確にする。 
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３−４ まとめ 

 

今年度の調査において、金属の測定手法について検討を進めた。放射化した電磁石を部品毎に分解

後、コア抜きにより試料採取、測定検体へと調整、放射能測定という過程を経て、放射性核種の同定と、

放射能の深度分布を測定することができた。 

さらに、金属試料のサーベイメータによる濃度評価法の検討を行った。昨年度の研究の成果として開

発した超小型 CsI サーベイメータと専用遮蔽体を用いて微弱の 60Co を含む鉄ブロックに対して、線量率

測定を行い、濃度と線量率の関係を求めることができた。次年度の課題として、代表核種と他の測定核種

の生成放射能比の関係、および、表面線量率と生成核種放射能の関係を明らかにし、サーベイメータに

よる表面線量率測定による放射能定量手法の確立に取り組む。 

 

  

- 894 -



31 
 

 

第４章 非汚染・非放射化の評価手順の検討（放射化分

布のイメージングの検討） 

 

４−１ はじめに  

 

本章では、放射線イメージング技術による加速器電磁石等、金属部の放射化評価を効率化するため

の基礎的検討について報告する。運用中の粒子線治療加速器施設において、電磁石等の金属部品中

に生成した放射性核種の同定と、強度毎のマッピング（分布状況の把握）の可能性について評価した。ま

た、3 章において、コア試料採取を行った電磁石金属部品の測定を行い、γ線の可視化像（以後「可視

化像」という）から線量率や放射能の定量に向けたデータ取得を行った。 

 

 

４−２ 加速器放射化評価に適したイメージング技術の選定 

 

2017 年度より、我々は、γ線を可視化することのできる放射線イメージング技術および、それを用いた

装置による、加速器放射化の効率的評価手法確立の可能性について検討を重ねてきた。これまでの研

究成果により、加速器施設のように複数の核種が存在するような条件では、核種と放射能分布が同時に

把握できることが重要であることが分かってきた。これを達成するためには、結晶部の厚み、つまり、検出

効率が最も重要であることがわかってきた。国内外の様々な装置を用いた実機評価の結果より、他機種

を凌駕する検出効率を持つ H3D 製 H420 が、イメージング技術による加速器放射化評価手法確立を達

成できる見込みのある装置として選定された。表４－１に H420 の概要を示す。 
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表４－１ H3D 製 H420 の概要 

製品名 H420 

製造元 H3D, Inc. 

 

 

 

外観 

 

 

 

 

 

 

（写真はプラケン商品カタログから引用） 

外形寸法 W: 24 cm, H: 18 cm, D: 9 cm 

重量 3.3 kg 

検出部 CZT(テルル化亜鉛カドミウム) 

結晶サイズ 1 個当たり 2 cm×2 cm×t1.5 cm の結晶を 4 つ搭載 

可視化方式 コンプトン方式 

γ線スペクトル取得 可能（任意の範囲を選択し可視化像への反映可能） 

電源 AC100V 外部電源および内蔵バッテリー 

 

 

４−３ 運用中の加速器施設における核種同定と線量分布 

 

（１）目的 

H420 による実際の現場での画像化を行い、運転中のビームロスにより電磁石等の金属部品中に生成

した放射性核種の同定と、強度毎に分布状況の把握を試みる。調査対象として、2 章の放射化調査で訪

れた相澤病院陽子線治療センター、およびメディポリス国際陽子線治療センターを選定し、加速器運転

直後のビームラインを、H420 により測定する。 

 

（２）メディポリス国際陽子線治療センター 

シンクロトロンタイプの加速器を有する施設であり、事前のサーベイ結果により、高線量部位は、ビーム

ライン全体に分散していることがわかった。スクリーンモニター、ビームキッカー、ストッパー、偏曲電磁石
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入口といった、ビームの運動に大きく変化が生じる部位で、ビームロスによる放射化が起こっており、48V

や、52Mn、56Co といった半減期 1 年未満の短寿命核種が LaBr3 検出器での測定により検出された。図

４－１に示すように、H420 による測定においても、γ線スペクトル上にこれらの核種由来のピークが確認

され、関心領域のピークのみから可視化像を再構成することで、核種毎の線量分布を得ることができた。 

 

 
図４－１ LaBr3検出器と H420 の結果比較（メディポリス国際陽子線治療センター） 

 

 

（３）相澤病院陽子線治療センター 

サイクロトロンタイプの加速器を有する施設であり、デグレーダの放射化が最も顕著であった。LaBr3検

出器によるγ線スペクトロメトリーの結果では、7Be, 22Na といったアルミ由来の放射性核種が検出され、

図４－２に示すように、H420 による測定においても、可視化像にデグレーダの放射化の様子が捉えられ

た。核種毎の線量分布の結果より細部について評価したところ、7Be がデグレーダの下部に分布していた

のに対し、24Na はデグレーダを保持するアルミフレーム全体にわたって上下に分布していることが示唆さ

れた。 
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図４－２ LaBr3検出器と H420 の結果比較（相澤病院陽子線治療センター） 

 

 

４−４ イメージング技術による放射化電磁石の核種同定と放射能定量

の可能性 

 

（１）目的 

放射線イメージング技術による加速器電磁石等の金属部の放射化評価手法の確立に向けて、可視化

像からの線量率推定、放射能定量に向けた検討を行う。コア試料採取および表面線量率測定を行った

電磁石部品の測定を H420 でも行うことで、可視化像と線量率、存在核種の放射能といった情報との関

連性を見出し、イメージング技術を用いた核種と放射能それぞれを同時に評価する手法の開発を試みる。 

 

（２）放射化電磁石部品からの可視化像取得 

３章でコア試料採取と表面線量率測定を行った 4D214、Q416、WS の電磁石部品について、H420

による測定を行い、合計 41 の可視化像を取得した。図４－３に 4D214-G（下部ヨーク）を上側方向（ビー

ム軸側）から測定した結果を示す。上図はスペクトル上で 60Co のエネルギー領域のみを取り出し可視化

像に反映させた結果である。60Co は、部品全体に均一に分布し、可視化像にも反映されている。一方で、
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下図はスペクトル上で 44Sc のエネルギー領域のみを取り出し可視化像に反映させた結果である。図の左

側に高線量部位が集中していることが示された。図中で陽子ビームは左から右方向に進むので、上流方

向に 44Sc が多く分布しているということを表している。60Co と 44Sc は 3 章のコア試料採取による放射能定

量でも検出されており、可視化像においてもそれら核種分布の傾向と一致するような結果が得られた。今

後、可視化像から表面線量率、放射能の定量に結びつける議論を展開していく予定である。 

 

 

 

図４－３ 放射化電磁石より取得した可視化像（4D214-G,ビーム軸方向から） 

 

 

４−５ まとめ 

 

今年度の調査において、放射線イメージング技術による加速器電磁石等、金属部の放射化評価を効

率化するための基礎的検討に取り組んだ。具体的には、運用中の粒子線治療加速器施設において、運

転後の放射化サーベイに同行する形で、ビームライン電磁石やその他構成物を、イメージング技術を用
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いた装置で測定し、γ線の可視化像を取得した。可視化像より、どこに、どの放射性核種が、どの程度の

数量（相対的な線量率）存在するのかという核種の分布状況を示すマッピングデータを作成することがで

きた。また、第３章において、コア試料採取と表面線量率測定を行った電磁石金属部品からも可視化像を

取得した。引き続き、次年度においても、可視化像、表面線量率、存在核種の放射能の 3 種の情報をも

とに、イメージング技術を用いた核種と放射能、それぞれを同時に評価する手法について検討をすすめ

る。 
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第５章 測定評価マニュアルの作成 

 

５−１ 検討体制 

 

本安全研究の第２回研究検討委員会において測定マニュアルの検討の進め方について意見交換し、

検討体制は以下のようにすることになった。 

研究検討委員会委員は、加速器、廃止、放射線計測のエキスパートであり、指導助言が大いに期待で

きる。また、各委員は関係学協会として放射線安全管理学会、放射線技術学会、医学物理学会、核医学

会、原子力学会、放射化学会、放射線施設協議会、日本アイソトープ協会等、また組織として原子力研

究開発機構、量研機構放医研、理研、高エネルギー加速器研究機構等加速器を用いる研究機関や大

学の医療機関等に所属して活躍おり、学会とも情報の交換や共有が期待できる。 

以上のことを踏まえ、事務局により作成した原案について、各委員に分担、指導を受けるとともに、各学

会のフィードバックを受けながらマニュアルとして整えていく。 

2020 年度開催の研究検討委員会において、委員の中から、各章のコメント案の具体的内容、コメント

を行う分担者を決定する。 

 

 

５−２ 編集方針 

 

マニュアルをまとめるにあたっては、既に規制庁で令和元年９月に決定された「放射能濃度についての

確認を受けようとする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の測定及び評価の方法に係る審査基準」を

考慮することにする。 

上記の基準はクリアランスを実施する際のものであるが、本マニュアルでは、安全研究の成果を踏まえ

て、放射性廃棄物とはしないための測定手法について提案することとする。また、最近の国内外の事例を

紹介する。 
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５−３ 放射線発生装置廃止のための放射化評価マニュアル（構成案） 

 

５−３−1 前提条件 

(1) 廃止時において放射性廃棄物でないことを確認するための測定評価手法について記述する。 

(2) 発生装置使用施設の評価を行う際には、これまでの運転実績が廃止時まで継続されるものとして推

定する。 

(3) 評価の際の測定条件としては、現行のクリアランスレベルを参考にし、検出下限値はそのレベルを十

分下回る条件を担保できる方法とする。 

(4) 廃止時の測定については、廃棄対象物の材質ごとに代表核種を決定する手法、評価単位の決定と

濃度確認手順について記述する。 

 

５−３−２ 運転時における測定と評価手法 

発生装置の性能、使用目的、使用方法を考慮して放射化物が発生する施設と発生領域を明らかにす

るための評価手法および廃止時に考慮すべき、放射化物の発生領域、発生量、代表核種と数量の推定

のための測定についてまとめる。 

 

(1) 放射化の観点による、放射線発生装置の区分 

 

(2) 放射線発生装置の使用に伴う放射化発生要因の解析 

 

(3) 測定手法 

i) 線量計による測定手法 

ii) 運転直後の測定手法（線量率、スペクトロメトリー） 

 

(4) 計算手法（モンテカルロ計算、簡易計算） 

i) 運転記録 

ii) 放射化物の組成分析 

iii) 放射化計算手順 

 

(5) 放射化評価手法 

i) 測定時までの運転履歴（＋将来の運転予測） 

ii) 代表核種と放射化量推定 
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(6) 施設評価結果 

i) 静電加速器施設 

ii) 放射光施設 

iii) 粒子線治療施設 

 

５−３−３ 廃止措置時の測定と評価手法 

ここでは、サイクロトロン施設等の事例を基に、放射線発生装置本体，周辺機器および建屋構造体に

分けて評価の進め方をまとめる。 

 

(1) 建屋、構造物の放射化評価 

i) 線量率測定とスペクトロメトリ 

ii) コア試料採取，分析 

iii) 代表核種の決定と線量率—放射能濃度相関の確認 

iv) コンクリートはつり領域と深さの決定 

v) 除染確認測定 

 

(2) 放射線発生装置、機器類の放射化評価 

i) 測定器の選定 

ii) 線量率測定とスペクトロメトリ 

iii) コア試料採取、分析 

iv) 難測定核種の測定と推定手法 

v) 代表核種の決定と線量率—放射能濃度相関の確認 

vi) 除染領域の決定 

 

５−３−４ クリアランス制度への取り組みに対する課題 

(1) 事前評価の進め方 

i) 運転履歴 

ii) 対象範囲での放射化物とクリアランス対象物の推定 

iii) 評価単位の決定 

iv) 米国 SLAC、欧州 CERN での先行事例紹介 
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(2) 検認制度のあり方 

i) 除染後の建物すべてをクリアランス対象物および非放射化物とする廃止手順の提言。 

ii) 検認のためのガイドライン作成 

 

(3) クリアランス対象物、放射化物の取扱に対する現状と課題 

i) 現状の無条件クリアランス制度の理解を得ることの必要性 

ii) 機器の再使用（海外も含めた再使用のための譲渡譲受、条件付きクリアランスのシナリオと計算

評価） 

iii) 原子力発電所廃止措置調査検討委員会技術レポートシリーズ Vol.1 (エネルギー総合工学研

究所、2018/11)に対する放射線発生装置廃止措置での対応について 
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1 概要
大規模原子力災害時においては、ヨウ素 131のような短寿命核種を含む放射性物質による広域汚染と多数の
汚染・傷病者が発生する。そのため、発災直後から迅速かつ面的なモニタリングを実現し、汚染等の分布状況
に基づいたより優先度の高い集団や地域から防護措置や被曝医療のリソースを投入する必要があるが、重すぎ
て人による携行ができず、また特殊な電源規格により事実上商用電源なしには継続稼働が困難な可搬型モニタ
リングポストや、線量率の計測のみで短寿命核種の情報を取得できないサーベイメータをはじめとする従来の
モニタリング資機材ではその実現は困難である。
そこで、東電福島第一原子力発電所事故で実績ある KURAMA-IIの技術を活用し、小型軽量で人が携行で
き連続稼働時間が長くスペクトルデータの取得可能な可搬モニタリングポスト、シングルボードコンピュータ
ベースのモバイルバッテリーで動作する超小型 KURAMA-IIを開発する。同時に IoT分野の活用と相まって
技術進展の著しい LPWA (Low Power Wide Area network) による自律的に構成されるメッシュネットワー
クを活用したデータ通信を活用し、この研究で開発したモニタリングポストや超小型 KURAMA-IIと組み合
わせることで、大規模災害時の面的なモニタリング展開の困難の一つである通信手段の確保の問題の解決を図
る。さらに、実環境や校正施設を活用してこれらの技術要素の特性を評価し、それらを踏まえて災害時の面的
なモニタリングのあり方に関する検討を行う。また、超小型 KURAMA-IIについては、その製作方法やソフ
トウェアのオープンソース化を試み、国民の原子力防災への関心や理解を深めることを目指す。
本研究の成果を活用することで、発災直後から迅速かつ容易に面的なモニタリングを展開することが可能と
なり、防護措置や被曝医療のリソース投入が最適化されるようになり、国民の安全と安心に大きく貢献するこ
とができる。

1
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2 背景
東電福島第一原子力発電所事故のような大規模災害では放射性物質による広域の汚染と大量の汚染・傷病者
が発生し、過酷な環境下で限られた人や資機材により状況を把握し必要な防護措置や被ばく医療処置をとる困
難な状況となる [1]。特にヨウ素 131等の短寿命核種を考えれば、発災後 10日間程度の間に優先度を判断しな
がら迅速かつ適切な防護措置や被ばく医療処置が必要で、その判断基準として面的な汚染状況等の分布把握は
必須である。
これまでもその重要性は認識されており、緊急時環境線量情報予測システム (SPEEDI)[2]で、放射性物質
の環境中への放出量及び事故の起きた施設周辺の気象観測データから大気中での放射性物質の拡散挙動を計算
し、放射性物質の空気中濃度及び人の被曝線量が予測されることとなっていた。また、予め最適化された定点
観測のための固定式モニタリングポスト、機動的な展開を目的とした可搬型モニタリングポストやモニタリン
グカー、サーベイメータ等の整備が進められ、SPEEDIの予測の確認や実際の状況とのズレがあった場合の把
握や必要な修正を行うことで、的確かつ信頼性の高い放射性物質の空気中濃度及び人の被曝線量の分布状況が
提供されることになっていた。この時の各種測定器は堅牢性や信頼性を確保するべく入念に検討・用意され、
電源の多重化や地上回線および衛星回線で多重化されたネットワークで測定やデータ収集の継続性を確保する
こととなっていた。
この結果、電力や通信、交通のインフラに甚大な被害が発生した東電福島第一原子力発電所事故では、事故
前に想定していたような放出源情報の収集や分布状況確認のためのモニタリング活動が展開できなかった。た
とえば、事故直後におけるヨウ素 131他の短寿命核種等の分布については、事故直後からのデータを基に放出
方向や量の評価が報告されている [3]が、地域における詳細な分布については 2011年 6月の文科省が実施し
た調査を待つ必要があり [4]、この測定機会の損失で住民の甲状腺被曝量の推定などに大きな禍根を残すこと
となった。
東電福島第一原子力発電所事故での反省を踏まえ、2014年には緊急時においても積極的なモニタリング活
動を展開して実測データを収集して対応を進める方針が示され [5]、緊急時には可搬型モニタリングポスト、
モニタリングカー、サーベイメータなどが機動的に展開されることとなっている（図 1）。そのため、これらの
モニタリング機器やその運用の方法が重要な課題となっている。
しかしながら、2019年の北海道胆振東部地震において発生した北海道全域の停電 [6]では、固定モニタリン
グポスト 11局が停電後無停電電源により測定を継続したものの 3 ∼ 4時間で測定を停止した [7]。またこの地
震による停電は単なる電力喪失だけでなく、地上固定回線の交換局や携帯回線の基地局の非常用電源の枯渇も
発生させており、道内の一部の地域ではネットワークの喪失が実際に発生した。幸いにもモニタリングポスト
のデータ収集への影響はなかったものの、復電に時間を要した場合モニタリングの継続に重大な支障をきたし
かねない状況であった。
このような問題がある背景には、従来の可搬型モニタリングポストは高価であり重量が大きく運搬が困難で
あること、また特殊なバッテリーを装備していて事実上商用電源前提の運用となってしまっていて迅速で機動
的な運用ができないこと、モニタリングポストに装備される通信回線は通常固定回線か携帯回線単独で多重化
が進んでいないこと、また多重化されている場合でもバックアップ回線は衛星回線であり、通信確立のための
設置条件がシビアであり、加えて衛星の回線容量による他の緊急通信との輻輳という問題がある。さらに規制
事務所のサーベイメータ等の資機材は空間線量率測定に最適化されており、ヨウ素 131のような短寿命核種情
報をリアルタイムに収集することができないことが挙げられる（図 2）。
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図 1 既存のモニタリング機器の位置付け。発災時には可搬型モニタリングポスト、モニタリングカー、
サーベイメータが機動的に展開されることになっている。

⽣活圏

災害時に機能しない
（停電・輻輳・倒壊）

可搬型モニタリングポスト

圏内展開困難(⾼価・低い機動性)
核種同定ができない

（ヨウ素の被曝評価に問題）

⾼価で台数が少ない

新潟県の訓練の様⼦

重くて運搬困難

図 2 既存のモニタリング体制の問題点

京都大学複合原子力科学研究所では、東電福島第一原子力発電所事故以降 GPS連動型放射線自動計測シス
テム KURAMA[8]とその発展系である KURAMA-II[9]を開発している。この KURAMA/KURAMA-IIは
操作のほとんど不要な端末を自動車等に搭載して対象地域に大規模に展開し、これらからのデータをクラウド
経由でリアルタイムに収集するシステムで、東電福島第一原子力発電所の事故における機動的かつ柔軟な面的
モニタリングの実現を目指したものである。特に KURAMA-IIは、完全自動測定や CsI(Tl)検出器によるス
ペクトルデータの取得も実現し、2011年 6月以降現在まで福島県を中心とする東日本一帯における大規模な
走行サーベイ調査や福島県内の路線バスによる連続的な生活圏モニタリングなどで多数の調査活動での実績を
通じ、その能力と信頼性が高く評価されているシステムである。
この KURAMA-IIの能力は現在の発災直後のモニタリングの枠組みの欠点を補うものであり、KURAMA-

IIの様々な成果や知見を元に発災直後のモニタリング機器や手法を開発することで、緊急時のモニタリング活
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動の質を向上し防護措置や被曝医療のリソースの的確な投入が実現できると考えられる。
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3 研究目標
3.1 研究の内容

東電福島第一原子力発電所事故のような大規模原子力災害時における防護措置や被曝医療のリソースの投入
と対応には、詳細かつ面的な放射線モニタリングの結果に基づく的確な判断が必要となる。そこで、想定外事
象下でも迅速かつ面的に展開でき、線量率やヨウ素 131のような短寿命核種に関する詳細なモニタリングが可
能な体制を実現するべく、以下のようなモニタリング技術開発に取り組む（図 3）。

人が携行可能な可搬モニタリングポストの開発
東電福島第一原子力発電所の事故後のモニタリング活動で高い信頼性と実績を誇る KURAMA-II を
ベースに、人が携行可能な小型軽量で 10日間程度稼働でき、線量率だけでなくスペクトルデータの取
得も可能な可搬モニタリングポストを開発し、その性能評価を行うとともに運用方法についての検討を
行う。

自律型データネットワークの構築技術の開発
近年技術革新の著しい LPWA(Low Power Wide Area Network)技術の動向について調査し、緊急時
のモニタリングポスト等を結ぶために利用可能な LPWA規格の有力候補を選定し、実証試験を行って
運用方法について検討するとともに、可搬型モニタリングポストや超小型 KURAMAへの実装を行う。

超小型 KURAMA-IIの開発
緊急時の機動性や面密度の確保を極限まで追求した、低消費電力・手のひらサイズかつ線量率および
スペクトルデータの取得も可能で、従来のサーベイメータ等に比べて十分安価な超小型 KURAMA-II

を開発する。近年の IoT技術の進展により低価格で高性能なシングルボードコンピュータが数多く登
場していることから、既存の KURAMA-IIの成果をこのようなシングルボードコンピュータに移植す
る。同時に従来の KURAMA-IIで採用する CsI検出器と同等の放射線計測特性を持ちつつもシングル
ボードに最適化することでコストを抑えた CsI検出器を開発して実装し、上の自律型ネットワーク等と
組み合わせる。超小型 KURAMA-IIのソフトウェアなどはオープンソース化を検討して、可能な範囲
で広く公開して国民に活用してもらうことを目指す。

3.2 想定される活用・従来のモニタリング機器との関係

従来整備されてきたモニタリング機器は、機動性や電源や通信が喪失した際のデータ収集の継続性等につい
て問題があるものの、機器自体の堅牢性や信頼性は高い。今回の研究で開発される各技術により従来のモニタ
リング機器を完全に置き換えるのではなく、従来の可搬型モニタリングポスト等と協調しながら機動性や測定
地点数などを補い、活動に大きな制約が発生する緊急時においても迅速かつ面的にきめ細かな線量率やスペク
トルデータの収集を実現する。このようにして測定機会の損失を最小限に食い止めつつ、この後に計画される
本格的なモニタリング活動までのリードタイムを確保することができる（図 4）。
原子力災害で特に重要な発災直後における放射線モニタリングについて、従来のモニタリングの枠組みを補
完する技術や手法が提供され、特に短寿命核種等の測定機会の損失を最小限に食い止めることができる。例え
ば周辺住民のヨウ素被曝量については、発災直後の迅速かつ面的なモニタリングが必須であり、東電事故でも
禍根の残るところとなっている。今回整備する可搬型モニタリングポスト型と超小型の KURAMA-IIのスペ
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既存網 拠点

• 安価に（使い捨ても視野）
• KURAMA-IIと同等の検出能⼒
• 耐久性を数でカバー

超⼩型KURAMA-IIの開発
• 安価に（使い捨ても視野）
• Singleboard Computerで構築
• KURAMA-IIと同等の検出能⼒
• 耐久性を数でカバー

• 安価に（使い捨ても視野）
• KURAMA-IIと同等の検出能⼒
• 耐久性を数でカバー

可搬型モニタリングポストの開発
• 本当の可搬型（⽚⼿で持てる）
• バッテリー駆動で10⽇間
• スペクトルデータ取得

• 安価に（使い捨ても視野）
• KURAMA-IIと同等の検出能⼒
• 耐久性を数でカバー

⾃律型ネットワーク
• ばら撒かれた機器を結ぶ
• 機動性・柔軟性を確保
• 既存回線に依存しない観測網

残存既存網

⾃律型ネットワークによる
臨時の補完ネットワーク

図 3 今回の研究目標。KURAMA-II の開発成果をもとに、緊急時にも容易に展開できる高い機動性を
持ったモニタリング機器とそれらを結ぶ高い柔軟性を持った自律型ネットワークを開発する。

クトルデータの収集機能は、従来の可搬型モニタリングポストやサーベイメータでは得られなかった放出各種
に関する情報を与えるものであり、信頼性は高いものの面的な展開の困難な試料サンプリングによる精密測定
を補完し、対象地域内の事故由来放射性核種の分布状況や住民の被曝状況の把握の上で有効なツールとなるも
のである。
低廉な超小型 KURAMA-IIは放射線教育の教材としても有効と考えられる。そこで、製作方法や使用方法
をオープンソース化し、放射線教育の教材や教育方法の研究など国民の放射線やモニタリング活動への関心や

既存網拠点
⽣活圏

可搬型モニタリングポスト
基幹・従来のスキームの対応⼒強化

超⼩型KURAMA-II
⾼い機動性と⾯的な補完

⾃律型ネットワーク
信頼性と機動性の結合

既存システムの信頼性を維持・補完し
よりきめ細やかで⾼い機動性の⾯的モニタリング

図 4 今回の研究成果と従来のモニタリングの関係。既存のモニタリング体制の持つ問題点や弱点を補完
するとともに、緊急時におけるモニタリングの選択肢を広げるものである。
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理解を深め、公的機関の実施するモニタリング活動の妥当性や合理性への理解や信頼の醸成に役立てる。
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4 研究体制と遂行状況
4.1 実施体制

令和元年度の研究実施体制は谷垣実（京都大学・助教）のもと、以下の研究協力者と研究参加者によって実
施された (表 1, 2, 図 5）。研究協力者と研究参加者はこれまで KURAMA-II関連の研究開発に従事してきた
実績のある者から構成されている。

表 1 研究協力者

氏名 参加内容 所属機関及び現在の専門 所属機関での職名

花井浩之
ワンボードコンピュータプログラミング
ネットワークやクラウド構築・維持管理

コンピュータプログラミング
株式会社 S2ファクトリー 代表取締役

松浦隆弘
可搬型モニタリングポスト他の

試作機の設計・製作
株式会社松浦電弘社 代表取締役社長

表 2 研究参加者

氏名 参加内容 所属機関及び現在の専門 所属機関での職名

奥村良 各種試作機の開発・調整および現地試験補助
京都大学

複合原子力科学研究所
技術職員

吉永尚生 各種試作機の開発・調整および現地試験補助
京都大学

複合原子力科学研究所
技術職員

吉野泰史 各種試作機の開発・調整および現地試験補助
京都大学

複合原子力科学研究所
技術職員

4.2 研究の年次計画

本研究は 2ヵ年計画で取り組む。まず初年度は可搬型モニタリングポストおよび超小型 KURAMA-IIの設
計・製作を中心に進め、製作が完了次第それぞれの実証試験を順次開始する。自律型ネットワーク技術につい
ては、初年度に通信技術の動向調査を実施し、有力な通信規格を選定の上実証試験の開始を目指す。2年目は
実証試験を実施しながら、2年目の第三四半期を目処に可搬型モニタリングポストと超小型 KURAMA-IIと
自律型ネットワーク技術を統合しての試験を実施する。
これらの開発に付随して、超小型 KURAMA-IIのために最適化された安価な CsI検出機の開発を進める。
また、超小型 KURAMA-IIのソフトウェアについてオープンソース化の検討を行い、可能な範囲で開発成果
を開示し、環境放射線や放射線計測に関する一般国民の関心や理解の向上を目指す。
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4.3 研究実施状況

原子力規制庁のプログラムオフィサー (PO)およびプログラムオフィサー補佐 (PO補佐)へ適時（概ね 1～
2ヶ月に 1回）にメールでの報告を行った。また、研究開始時の 6月と 12月に POおよび PO補佐と面談し、
研究計画着手や年度内成果の取りまとめに関する指導と助言を受けた。
研究代表者の所属する京都大学複合原子力科学研究所でも、12月に所長による研究進捗状況の確認が行わ
れた。また研究所の財務掛および契約管理掛とも緊密に連絡を取り、経費の執行状況の確認と執行方法や調達
した物品等の管理、事務手続きに関する確認や指導を受けた。研究代表者の所属する研究室においても、所属
研究室の教授が研究進捗状況や研究費の執行状況を把握しており、必要な指導や助言を受けた。

図 5 研究体制図
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実施項目 
担当者＊ 

（所属機関） 

令和元年度 令和 2年度 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

目標：KURAMA-II をベースにした小型軽量なモニタリング機器の開発と災害時の運用方法の確立 
自律型可搬

モニタリン

グポストの

開発 

 

谷垣実 

（京都大学） 

松浦隆弘 

（松浦電弘社） 

  

自律型ネッ

トワークの

構築技術の

研究 

谷垣実 

（京都大学） 

奥村良 

（京都大学） 

 

超 小 型

KURAMA-
II の開発 

谷垣実 

（京都大学） 

花井浩之 

（S2ファクトリ

ー） 

奥村良 

（京都大学） 

 

上記開発研

究に使用す

る関連計測

技 術 の 調

査、研究開

発における

成果発表お

よび取りま

とめ 
 

谷垣実 

（京都大学） 

 

 

 

基本設計 製作 現地試験（季節ごとに 2 週間程度）および各種特性試験 

実施体制

構築 
各種通信規格の

調査 

ICALEPCS2019
に参加し、計測制

御技術の調査及び

進捗状況発表 

試験用端末

試作 
モニタリングポスト等

との組み合わせ試験 
ネットワー

ク単独試験 

実施体制

構築 
KURAMA-II ソフトウェア移植作業 

簡素で廉価な CsI 検出器の試作 

超小型

KURAMA-II
単体試験 

ネットワーク

との組み合わ

せ試験 

結果取りまとめ 
論文執筆 

超小型 KURAMA-II の製作方法やソフト

ウェアのオープンソース化 

PCaPAC2020 で計測

制御技術の調査及び

進捗状況発表 

現地試験・特性試験に基づく不具合修

正・最適化作業 

図 6 研究の年次計画

4.4 研究成果の公表

本年度の研究成果については、随時国内外の学会等での発表を行なった。国際会議が 1件、国内学会・研究
会が 2件、一般向け講演が 1件である。

国際会議での発表
M. Tanigaki, “Current Status of KURAMA-II”, to be published on the proceedings of The

17th Biennial International Conference on Accelerator and Large Experimental Physics Control

Systems (ICALEPCS 2019), New York, United States, 5-11 Oct. 2019.

学会発表
谷垣 実,“福島における放射性物質分布調査 (2) KURAMA-IIの展開と開発の現状と今後”, 日本原子
力学会 2019年秋の大会, 富山大学, 2019年 9月 11-13日

一般向け講演
谷垣 実, “福島を見守る「目」～GPS連動型放射線自動計測システム KURAMAについて～”, アト
ムサイエンスフェア講演会, 熊取交流センター, 大阪府熊取町, 2019年 10月 19日

研究会講演
谷垣 実, “KURAMAの現状”, 第 7回 原発事故被災地域における放射線量マッピングシステムの技
術開発・運用とデータ解析に関する研究会及び第 416回生存圏研究所シンポジウム「第 9回東日本大震
災以降の福島県の現状及び支援の取り組みについて」（合同開催）, 京都アカデミアフォーラム, 東京都
千代田区, 2019年 12月 11-12日
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5 可搬型モニタリングポスト
5.1 可搬型モニタリングポストのあらまし

5.1.1 全体の構成
今回の可搬型モニタリングポストの機器構成図を図 7に示す。測定部分については車載型 KURAMA-II[9]

の構成を踏襲していて、コントローラとなる組み込みコンピュータに検出器、GPS、通信モジュールが接続され
た形となっている。コントローラとしては、National Instruments社の組み込みコントローラ CompactRIO

シリーズ [10]の cRIO-9064を採用した。CompactRIOは高性能な CPUと FPGAと拡張スロットが小型で
堅牢な筐体に実装されたコントローラである。OSとして NI Linux Realtimeを搭載しており、グラフィカル
なプログラミング言語である LabVIEW で簡単に高度な機器制御のソフトウェアを開発することができる。
CompactRIOは機器組み込みや劣悪な環境を想定して高い耐環境性や堅牢性を備えていることが特徴で、屋
外の厳しい環境での使用が想定される可搬型モニタリングポストでの使用に適している。
この CompactRIO には GPS 受信機と放射線検出器が USB バスで接続されている。C12137 からは 100

ms ごとに波高データが送られ、これを線量率に換算したり、受信機からの時刻及び測位情報でタグづけし、
線量率データおよびスペクトルデータとして LTEモジュールからサーバに送信するとともに、データを内部
の不揮発メモリで保持する。

図 7 可搬型モニタリングポストのブロックダイヤグラム

表 3 主な仕様

電源 12 V DC

重量 約 4 kg

寸法
280 mm × 150 mm × 300 mm

（足および取手を含まず）
検出器 C12137（浜松ホトニクス）

データ通信 TCP/IP over LTE
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図 8 今回開発した可搬型モニタリングポストの内部の様子。

取得したデータの送信のための通信には従来の KURAMA-II は SEA 社の 3G/GPS モジュールを使用し
ていたが、消費電力が大きいことが課題になっていた。そこで、今回の可搬型モニタリングポストでは長
期間の稼働が必要なことから、より消費電力の少ない組み込み機器用 LTE モジュールを採用した。従来の
KURAMA-IIでは 550 Whの蓄電池で 20時間程度の稼働時間だったものを、通信モジュールの低消費電力
化で同容量の蓄電池で 55 時間まで伸ばすことに成功した。また、この組み込み機器用 LTE モジュールは
RS-232C接続で ATコマンド制御で使用するが、自律型ネットワークのモジュールでは一般的にシリアル接
続で ATコマンド制御による通信が行われるため、これらのネットワークを使用する際の対応が容易になると
いう利点もある。
可搬型モニタリングポストでは耐環境性も問題とされ、屋外での風雨に耐えられる必要がある。そこで筐体
には屋外設置の分電盤収納に使われる防水の樹脂ボックスを採用している。また、内部の機器配置では検出器
の方向依存性を最小限に抑えるため検出器の下側に機材を配置することとした（図 8）。KURAMA-IIを持ち
運びや設置しやすさを考慮してスタンドを装着しており、従来のモニタリングポストに比べて著しい小型軽量
化を達成している。
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図 9 （左）従来の可搬型モニタリングポストの運搬の様子（新潟県 原子力防災訓練Webページより [13]）
（右）今回開発した可搬型モニタリングポスト試作機。片手で容易に運べる小型軽量化を実現している。

5.1.2 放射線検出器
放射線検出器に CsI(Tl) 検出器である浜松ホトニクス C12137 シリーズ [11] を採用した。この検出器は

CsI(Tl)シンチレータとMPPC (multi-pixel photon counter)を内蔵したγ線検出器である。MPPCは電子
雪崩による信号増倍効果を持つ APD(Avalanche Photo Diode)を面的に配列した受光素子で、高い光検出効
率と信号対ノイズ比を実現した素子である。シンチレーション光の検出にMPPCを採用したことで、大型で
機械的強度の低い光電子増倍管が不要となり、またMPPCのバイアス電圧も数十 Vで良いことから大幅な小
型軽量化と耐久性の向上に成功し、信号処理回路や AD変換回路までがコンパクトな筐体に収められている。
ADCで変換された波高データは内蔵マイコンにより USBで 100 msごとに出力され、電源供給も USBバス
パワーで行われる。C12137シリーズの内部構成図を図 10に示す。
C12137シリーズは目的に応じて 3.3 cm3 ∼ 240 cm3 の結晶サイズのものが用意されているが、結晶サイ
ズにかかわらず電気的には完全互換であり、同一ソフトウェアで検出器からの波高データを処理することがで
きる。KURAMA-IIでは周辺線量当量率等を G(E)関数法で算出している [12]が、この C12137シリーズの
互換性により、結晶に応じた G(E)関数に入れ替えるだけで同一のソフトウェアのまま様々な目的に応じた測
定が可能になる。
さらに KURAMA-IIでは、使用する C12137の内蔵マイコンのアルゴリズムに京都大学と浜松ホトニクス
で共同開発したアルゴリズムを実装した、いわゆる高計数率対応タイプのものを採用し、一般に市販されてい
る C12137 シリーズで発生する内部マイコンの処理の遅延に伴う数え落としを防いでいる。この数え落とし
は、実環境中での線量率測定に影響を与える。もともと無機シンチレータは原子番号の大きな元素で構成され
ているが、実環境では散乱などで発生する低エネルギー成分の寄与も大きい。その結果シンチレータのカウン
ト数あたりの線量率への寄与の小さい低エネルギー成分の計数が高くなり、従来の C12137では線量率が低い
のに数え落としが発生することがあった。このため、浜ホトからも一般向け製品において「低エネルギー放射
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放射線検出モジュール C12137シリーズ

2

絶対最大定格

項目 C12137/-00D C12137-01/-01D C12137-08/-08D C12137-10/-10D 単位
動作温度 -10～+50 0～+40 °C
保存温度 -20～+50 -10～+50 °C
注) 絶対最大定格を一瞬でも超えると、製品の品質を損なう恐れがあります。必ず絶対最大定格の範囲内で使用してください。

電気的および光学的特性 (指定のない場合はTyp.)

項目 条件 C12137/-00D C12137-01/-01D C12137-08/-08D C12137-10/-10D 単位
計数効率 min. 137Cs, 0.01 μSv/h 40 400 2000 cpm
エネルギー範囲 0.03～2 0.06～2 MeV
エネルギー分解能 137Cs, 662 keV 8 8.5 9 10 %

測定範囲 (線量率)
137Cs, 662 keV*2

環境放射線による 0.01～100 0.001～10 *3 μSv/h

測定誤差
遮蔽物による減衰、
計数揺らぎを除く

±20 *3 %

*2:  本製品の測定範囲は、137Csにて規定されています。低エネルギー放射線が支配的な環境放射線を検出する場合、最大測定値が1/3～1/2
程度になります。

*3: C12137-08/-08D/-10/-10Dは、G(E) 関数による線量率への変換は行いません。

項目 C12137-00D C12137-01D C12137-08D C12137-10D 単位

外形寸法 (W × D × H)*1 110 × 55 × 27 71 × 55 × 60.5 112 × 94 × 55.6 122 × 122 × 55.6 mm
質量 160 360 1170 1610 g
検出素子 MPPC -
シンチレータ CsI(Tl) -
シンチレータサイズ 13 × 13 × 20 38 × 38 × 25 80 × 80 × 25 ɸ110 × 25 mm
サンプリング時間 1 ～ 60 秒設定可 -
インターフェース RS-232C (EIA-232-E) -
ビットレート 115200 bps
電源 +5 V (200 mA typ., 500 mA max.) -
*1: ケーブル、コネクタを除く

RS-232Cタイプ

ブロック図 (C12137)
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図 10 C12137 の内部構成図 [11]。MPPC からの出力信号をプリアンプと波形整形アンプで整形した後
AD 変換し、得られた波高データをマイコンが USB Raw 通信で外部に出力する。内部の回路は MPPC

用高圧電源も含めすべて USBバスパワーで賄われる。
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各検出器の直線性評価結果
（周辺線量当量率）
 

 低線量率用 (C12137-01系)
 高線量率用 (C12137-00系)
 照射線量率
 照射線量率+15％
 照射線量率-15％

周辺線量当量率 (µSv/h)

図 11 改良型 C12137 シリーズのダイナミックレンジ。JAEA 核サ研の所有する 137Cs 線源による校正
場で照射した。市販される C12137-00 は公称 100 µSv/h まで、C12137-01 は公称 10 µSv/h まで計測
可能となっているが、アルゴリズム改良で大幅に測定可能範囲が広がっており、C12137-00タイプでは 2

mSv/hまで到達する。

線が支配的な環境放射線を検出する場合、最大測定値が 1/3∼1/2 程度になります」との注意喚起が行われて
いる [11]。京大と浜ホトが開発したアルゴリズムを採用した高計数率対応タイプではこの欠点が克服されてい
る。この結果、一般向け C12137でみられた実環境での数え落としがなくなっただけでなく、ダイナミックレ
ンジの大幅な拡大を実現している（図 11）。今回の可搬型モニタリングポストでもこのアルゴリズムを採用し
た C12137を使用する。
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5.2 可搬型モニタリングポストの実証試験

試作したモニタリングポストを用い、浜通りの 2 地点で周辺線量当量率及び波高スペクトルの測定試験を
行なった。なお、今回の実証試験では比較的線量率の低い地域で実施しているため、検出器の結晶サイズが
C12137-00の 3.4 cm3 より大きな 36 cm3 の C12137-01を採用している。また、5.1.2で説明した通り、今回
の検出器は高計数率対応タイプにしている。

5.2.1 富岡町圃場内での試験
富岡町内にある圃場において圃場内および周辺での測定試験を行なった。この圃場は環境省による除染が行
われ、表土を 5 cm程度剥いだ上で剥離した土壌分を補填するために客土が投入された。営農再開に向け所有
者による耕起が行われているが、放射性セシウムの残留する土は下層に客土は表面側に偏った状態になって
いる。

図 12 圃場内での測定の様子。
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図 13 （富岡町内における可搬型モニタリングポスト試験の試験地点。内蔵 GPSで取得した 3秒毎の測
位座標のため ±2.5 m程度の変動がある。
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富岡町圃場における線量率測定
 

 可搬型モニタリングポスト（1秒値)
 TCS-172B（指示値平均値に公称誤差）

1 2

3

4

5

図 14 試作した可搬型モニタリングポストの測定結果（赤点）と TCS-172B による同じ地点での高さ 1

m での周辺線量当量率（青）。TCS-172B の測定値の誤差はデジタル指示値の誤差の公称値。各番号は図
14の場所に対応。
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可搬モニタリンポスト試験@富岡町
　検出器：C12137-01（高計数率タイプ）
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図 15 （試作した可搬型モニタリングポストによる波高スペクトルデータ。
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TCS-172Bと可搬型モニタリングポストの線量率の相関
 

Fitting関数 y=a+bx
  a = 0.0040955 ± 0.0261
  b = 0.79116 ± 0.0406

Chi Sq. = 0.992154

図 16 TCS-172Bと可搬型モニタリングポストの指示値の相関。原点を通る直線によく一致することがわかる。

この圃場とその周辺において可搬型モニタリングポストを検出器の高さが約 1 mとなるように設置して測
定し、同時に TCS-172B による周辺線量当量率を測定した。測定の様子を図 12 に、測定地点と測定結果を
図 14に示す。また可搬型モニタリングポストで取得した波高スペクトルデータを図 15に示す。このスペク
トルから場所によらず天然核種の量はあまり変わらない一方、人工核種の 134, 137Cs の光電ピークの高さに
比例して線量率が変わっていることがわかる。全体として可搬型モニタリングポストの周辺線量率の測定値
の方が低い値となっている。そこで、TCS-172B と可搬型モニタリングポストの測定値について相関を取っ
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たところ、誤差の範囲で原点を通る傾き 0.8の直線となった（図 16）。このことから可搬型モニタリングポス
トは TCS-172B に比べて 20% 低い値であることがわかった。両者はそれぞれ 137Cs 単色線源で定期点検時
（TCS-172B）ないし出荷時（可搬型モニタリングポスト）に指示値が校正されていることから単純な指示値
のズレとは考えにくく、環境中における低エネルギー側のエネルギーレスポンスの差による可能性がある。次
年度の事業で可搬型モニタリングポストの校正場での特性試験を計画しており、その結果を得た上でスペクト
ルデータから再評価を試みる計画である。

5.2.2 楢葉町内での試験
もう一つの試験として、楢葉町内にあるリアルタイム線量計の脇での測定を約 4時間試みた。このリアルタ
イム線量計は富士電機製で、概ね 0.10 ∼ 0.11µSv/hを示していた。測定値は原子力規制庁の webページから
公開されている。可搬型モニタリングポストの設置にあたってはその場所の管理者の指示のもととなったた
め、例えばリアルタイム線量計に近づきすぎるなど必ずしも周辺線量当量率のモニタリングに適しているとは
言えない。しかし、実際の設置にあたってこのような制約を受ける場合もあると考えられることから、そのま
ま測定することとした。

図 17 既設のリアルタイム線量計付近に設置した可搬型モニタリングポスト。設置方法は設置場所の管理
者の指示にしたがっており、必ずしも放射線計測に最適化されているわけではないことに注意。
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図 18 可搬型モニタリングポストの 3秒値とリアルタイム線量計の 1時間値。

設置の様子を図 17に、可搬型モニタリングポストで測定した周辺線量当量率の 3秒ごとの値の経時変化と、
規制庁から公開されているリアルタイム線量計の 1時間値を図 17に示す。概ねまた、測定期間中の 3秒値の
分布をヒストグラムにしたものが図 19で、3秒値の中心値が 0.092µSv/h、分布の幅は ±0.009µSv/h (1σ)で
あり、リアルタイム線量計と誤差の範囲で一致していると言える。
また、この測定中積算した波高スペクトルと、5.2.1で測定した富岡町の地点 1での波高スペクトルを比較
した（図 20）。天然核種の支配的な領域となる概ね 1 MeV以上ではほとんど違いがない一方、1 MeV未満で
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図 19 測定期間中の可搬型モニタリングポストの 3秒値の分布。おおよそ ±10%の幅となっている。
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可搬型モニタリングポストのγ線スペクトル
 

測定箇所：楢葉町内
測定日時：2020年2月26日

 
 楢葉町リアルタイム線量計脇
 富岡町（地点1:0.32 µSv/h)

137Cs 662 keV

134Cs 796 keV

40K 1461 keV

208Tl 2614 keV

図 20 測定期間中の波高スペクトル。比較のため富岡町圃場の地点 1の波高スペクトルも示してある。天
然核種の影響が主体となる概ね 1 MeV以上の領域ではほとんど変わりがないものの、事故由来である放射
性セシウムの量が異なっており、この違いが周辺線量率当量の違いとして現れているのがわかる。

は放射性セシウムに由来する差が見える。これがそれぞれの地点の線量率の違いとなって現れていることがわ
かる。

5.3 まとめと次年度の目標

KURAMA-IIをベースに、片手で持てる重量 4 kgと小型軽量でスペクトルデータも取得可能な可搬型モニ
タリングポストを製作した。従来の KURAMA-IIの通信部分を見直し、低消費電力の組み込み機器用通信モ
ジュールを採用したことで低消費電力化を実現し、従来の 2倍の稼働時間の 55時間（500Wh電池の場合）を
達成した。また、通信を ATコマンドのシリアル制御で行うようにしたことで、同様に ATコマンド制御で使
用する自律型ネットワーク用モジュールへの対応を可能にした。製作完了後の本年度の試験では、簡便かつ機
動的にモニタリングポストを設置測定することができた。しかし、サーベイメータに対して 2割低い線量率を
示す場合があった。
次年度の目標としては、より的確な内部の電力制御の見直しによる稼働時間延長、標準場を利用した放射線
検出器としての特性評価の実施、耐環境性のより本格的な評価、実環境での様々な条件での運用とその結果の
評価をおこない、それを踏まえた運用方法の検討を進める。
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6 自律型データネットワークの構築技術の開発
6.1 ネットワーク技術の動向

近年注目を集める IoT (Internet of Things) は、世の中のあらゆるものをネットワークで結び、相互の情報
のやり取りや制御、連携により、より高度な機能やサービスを実現するという考え方である。最近の半導体技
術やネットワーク技術の進展によりセンサーやデバイスといった機器、通信インフラ、クラウドサービスの高
性能化、低価格化が進んだことで、幅広い分野で導入が進んでいる。
ネットワーク技術は IoTの中で重要な要素であり、コンピュータや携帯電話などの従来のネットワーク対応
機器を超えてあらゆるものに実装する場合、電力や通信可能な範囲、また伝送可能なデータ量が問題になる。
例えば、遠隔手術のような用途ではリアルタイム性や高精細な映像を送るための通信速度や容量が求められ
る。一方、水道メータの監視のような用途になると、データの伝送量は小さくて良いものの、良好な通信環境
も期待できず電池交換もメータ交換の数年～10年に 1回程度になるような端末を広域に展開することになる。
このような様々な特性を持つ利用目的や利用環境に応じ、様々な通信規格が開発提唱されている。

LPWA(Low Power Wide Area network) は、低速・低消費電力&広域・遠距離通信を担う通信技術であ
る（図 21)。その特徴として

• 比較的高い周波数（概ね GHz帯）を使ってアンテナも含めた小型化を実現
• 比較的遅い通信速度（数十 bps∼数百 kbs）ながらも kmオーダーの到達距離を実現
• 送受信や通信モジュール内のきめ細かい電力管理による低消費電力を実現
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第３章 IoT 化する情報通信産業 

 

本章では、IoT 化する情報通信産業の構造変化を捉えるため、IoT を支える新たな通信技術等の潮流を概観。 

 

 IoT を支える新たな通信技術 

 IoT デバイスや関連のアプリケーションは増加の一途をたどっている。こうしたデバイスやアプリケーションは様々な

用途や通信特性を有している。特に、無線（ワイヤレス）の場合は、消費電力や電波の特性等の制約条件が多いこと

から、既存の単一の通信技術や規格でこれらのニーズに応えることは困難である。そのため、こうした多様なニーズ

に対応すべく、近年は新たな通信技術や規格が考案・開発されている。既存の技術・規格を含めて、それぞれの特

徴に着目して整理したのが図表 ３-１である。 

 ここでは、2020 年頃の導入が期待されている第 5 世代携帯電話システム（5G）、及び既に技術規格として進展して

いる Low Power Wide Area（LPWA）に着目して概観する。 

 

図表 ３-１  各通信方式の位置付け 

 

（出典）三菱総合研究所作成 

 

（１） 5G 

５Ｇは、「超高速」だけでなく「多数接続」や「超低遅延」といった新たな特徴を持つ次世代の移動通信システムで

あり、ICT 時代の IoT 基盤として早期実現が期待されている。主要国・地域において産学官の連携による５Ｇ推進団

体が設立されるなど、世界各国で５Ｇの早期実現に向けた取組が進められており、我が国においても、2014年9月、

「第５世代モバイル推進フォーラム（5GMF）」が設立されている（図表 ３-２）。 

 

図 21 様々な通信規格の中における LPWAの位置づけ。比較的データ量が少ないセンサ等を大量・広域
に展開し、継続的にデータ収集するような用途に適している。図は総務省「第４次産業革命における産業
構造分析と IoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」報告書（三菱総研作成）より引用。
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が挙げられる。
これらの特徴を持つ LPWAは、既存の電力・通信インフラが必ずしも機能するとは限らない緊急時におい
て、迅速かつ広範囲に計測データ収集ネットワークを構築する必要のある放射線モニタリングのためのネット
ワークとしても望ましいものである。そこで、緊急時の放射線モニタリングのためのネットワークとしての観
点から LPWAの主な規格やその特徴について調査を行なった。

6.2 主な LPWA規格

緊急時における放射線モニタリング活動では、既存インフラが部分的あるいは広範囲にわたって被害を受け
てしまうことを想定しなくてはならない。そのため、災害時に事業者によるネットワーク構築を待つことなく
展開できることが望ましい。また、残存する既存ネットワークへの結節点となる基地局の設置が思うようにい
かない場合を想定しなくてはならない。基地局に直接接続するスター型のネットワークでは、エリア拡大のた
びに既存ネットワークの復旧も必要となってしまう。そのため、機器間でのデータの転送や中継局による拡大
が可能なメッシュ型のネットワークが構築できる規格が望ましい。また、福島におけるモニタリングポスト等
の設置状況を参考にする場合、数百 m程度の間隔で設置される可能性があり、その距離においても今回の研
究開発でベースとなる KURAMA-II程度のデータ転送量（数百 bps程度）を確保できることが望ましい。以
上の観点から、現在国内で比較的普及していると思われる規格について特徴をまとめたものが図 22 である。
また、特に国内で普及している、あるいは国内外で大規模な採用実績があるとみられる規格についてまとめた
ものが表 4である。
これらの規格の中で普及で先行しているのは Sigfox[14]と LoRaWAN[15]で、ZETA[16]およびWi-SUN

FAN[17] は後発の規格である。この 4 つの規格はすべて免許不要であり、同じ免許不要の周波数帯である
2.4GHzに比べて電波伝搬的にも通信の混雑の面でも有利な 920 MHz帯を使用しているため、設置や使用の
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欧州中心に、オセアニア・北南米地域でも採用国が拡大している。 

Wi-Fi 

Halow 

Wi-Fi Alliance が推進する LPWA。IEEE802.11ah として標準化が進められている。 

伝送距離は 1Km 程度と比較的短いが、通信に使用する帯域幅やモードにより通信速度が

150Kbps から 20Mbps まで選べるなど、幅広い通信速度に対応していることが特徴。 

ライセンス

ドバンド 

 

LTE Cat.M 

(eMTC) 

3GPP で標準化されている既存の LTE 基地局を利用した IoT 向けの通信規格化。 

通信キャリアは新たな設備投資をすることなく、基地局のソフトウェア変更により IoT 向けサ

ービスを開始することが可能であり、2017 年の製品化が見込まれている。 

NB-IoT 上記の LTE Cat.M と比べて帯域幅を 180KHz と大幅に縮小することで、通信モジュールの

さらなる低価格化、低消費電力化を目指した通信規格。 

その結果、LTE との互換性が失われたため、LTE のカテゴリーではなく、NB-IoT と表記さ

れている。 

 

図表 ３-８  主な LPWA 規格の位置付け 

 

（出典）三菱総合研究所作成 

 前述の 5G などの超高速なネットワークに加え、LPWA による低速なネットワークを用途等によって使い分けること

で、ワイヤレスで様々な通信ニーズに対応していくことが期待され、LPWA が新たな通信インフラとして今後普及して

いくとみられている。LPWA に対応した機器の台数は、今後急速に拡大し、2021 年には現在の 3.8 億台に達し、ま

た LPWA を使った接続の売上高は約 10 億ドルと、いずれも現在の 10 倍以上の規模になると見込まれている。 

 

  

図 22 LPWA の主な規格の位置づけを速度と到達距離から整理したもの。図は総務省「第４次産業革命
における産業構造分析と IoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」報告書（三菱総研作成）
より引用。
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表 4 主な LPWAの仕様。Up、Downはそれぞれ基地局向きの上り通信、基地局から端末への件通信を指す。

規格名 使用周波数（日本） 通信速度 ネットワーク形態 自営網構築
Sigfox

920 MHz

100/600 bps (Up/Down)

スター型
不可

LoRaWAN 250 bps ∼ 50 kbps

可能Wi-Fi HaLow 150 kbps ∼
Wi-SUN FAN 50 kbps ∼ 600 kbps

メッシュ型
ZETA 0.1 ∼ 100 kbps 　

LTE Cat. M
携帯

0.3 ∼1 Mbps
スター型 不可

NB-IoT 62/21 kbps (Up/Down) 　　

制約が少ない。一方 LTE Cat. M[18]や NB-IoT[18]は従来の携帯回線規格である LTEの中に規定されるも
ので、インフラとしてすでに津々浦々に普及している携帯事業者の基地局を利用できる反面、免許が必要とな
り設置や使用に制約がある。なお Sigfoxは各国ごとに 1事業者が独占的に基地局網を提供し、ユーザはその
事業者と契約することで世界中の基地局にアクセスすることができる。日本の場合、Sigfoxは京セラ系の会社
が事業者として基地局ネットワークを展開している。
ここでネットワーク形態について比較する。主な LPWA規格ではスター型ないしメッシュ型の形態を取っ
ており、Sigfoxや LoRaWAN、LTE Cat. Mや NB-IoTがスター型ネットワークを構築するのに対し、ZETA
およびWi-SUN FANはメッシュ型ネットワークが構築できる規格である。このスター型とメッシュ型のネッ
トワークがどのようなものであるかを示したのが図 23である。スター型では、既存回線やデータセンターと
の橋渡しとなる基地局が端末を直接収容するため、中継による遅延等が発生しない反面、既存回線と接続でき
る場所にしか基地局を設置できない。メッシュ型では端末がメッシュ状のネットワークを構成しており、条件
の良い経路を選択しながら中継されて基地局に到達する。そのため、既存回線へのアクセスが難しくスター型
のネットワークでは展開が困難な場所でもエリア展開が容易になる反面、多段中継による遅延などの問題も発
生する。
緊急時には災害の直接的・間接的影響で既存回線へのアクセスが困難な状況が多発すると考えられることか

特集

10 テレコミュニケーション_February 2018

クが必要になる。
　「Wi-SUN FANであれば、動画は
難しいが静止画を時々送信すること
はできる。もちろん大きめのセンサー
データも送信可能だし、まだ実験段
階ではあるが拠点間の音声通信にも
対応している」と和泉氏は説明する。
　ところで音声通信については、IP
に対応するWi-SUN FANのメリット
が発揮されるところだ。なぜなら、IP
上で音声を伝送するソフトウェア群は
いくつもあり、それらの資産を活用す
ればシステム開発の手間や時間を短
縮できるからだ。音声通信の他にも、
活用できるIPベースのソフトウェアは
たくさんある。
　また、FOTA（Firmware Over 
The Air）でIoTデバイスのソフトウェ
アをアップデートすることが要件となっ
ているときも、Wi-SUN FANが有効
だ。Wi-SUN FANはFOTAのために
十分な伝送レートがあることに加え、
双方向通信にも対応している。フィー
ルドに何百台もIoTデバイスをばら撒
いてからでも、バグ修正などができる
FOTAを重視している企業は多い。
　なお、伝送レートが大きいWi-SUN 
FANは、LoRaWANと比較すると
消費電力は大きく、電波の到達距離

も短くなるが、これは伝送レートを求
めるのであれば許容するしかない。
なぜなら、消費電力と電波の到達距
離は伝送レートとのトレードオフだ
からだ。同じ920MHz帯を利用する
LoRaWANとWi-SUNの電波出力は
いずれも最大20mWと同等だ。しか
し、より大きなデータを送信すればそ
の分だけ送信にかかるエネルギーは
大きくなるのは当然である。
　また、電波の飛距離が短くなること
について和泉氏は、「電波が届く距離
は変調方式のチューニングで変わる。
LoRaWANでも、50kbps出そうとす
るとWi-SUNと同様の変調方式になっ
て距離が出なくなる」とコメントする。

スター型vsメッシュ型
　さて、2つめの違いであるネットワー
クトポロジーだが、LoRaWANは「ス
ター型」で1台のゲートウェイに末端の
IoTデバイスが直接つながる（図表2）。
それぞれのIoTデバイスのデータはワ
ンホップでゲートウェイに集められ、そ
こからクラウドなどに送信される。
　伝送レートが小さいLoRaWANは、
電波の飛距離が長い、長距離系の
LPWAだ。見通しさえよければ数km
単位で飛び、広範囲にあるデバイスを

1台のゲートウェイでカバーできる。し
かし、都市部のようにビルなどの建物
が密集している地域では、電波が届
かない不感地帯が発生してしまう点
が弱みとして挙げられる。
　それに対してWi-SUN FANは
「メッシュ型」で、末端にあるIoTデバ
イスのデータは、他のIoTデバイスを
マルチホップしてゲートウェイに届け
られる。

Wi-SUN FANの基本構成
　メッシュ型を採用したWi-SUN 
FANの基本的な構成は図表3のと
おり。「リーフノード」はデータを中継
しない末端のIoTデバイスであり、
データの中継機能があるIoTデバイ
スは「ルーターノード」と呼ばれる。そ
して、ルーターノードのデータを集約
し、インターネットなどに送信するゲー
トウェイの役割を担うのが「ボーダー
ルーター」である。
　Wi-SUN FANの通信モジュール
を搭載したデバイスには、ボードタ
イプやUSBドングルタイプなどが
ある。実験目的であれば、小型PC
「Raspberry Pi」にUSBドングルや
センサーを取り付ければ、1万円強で
各ノードを製作可能だ。また、仕様で
は、1台のルーターノードにつき32台
までのリーフノードを接続できる。そ
して前述のマルチホップ可能な20段
というのは、リーフノードからカウント
した数だ。
　各ルーターノードは、電波強度の高
い上位のルーターノードと通信し、最
適なルートを自動選択する。万が一、
上位のルーターノードで障害が発生
しているときには、自動的に迂回して

IoT無線を自営する

図表2　スター型とメッシュ型のネットワーク・トポロジー

セルラー回線など セルラー回線など

スター型（LoRaWANのイメージ） メッシュ型（Wi-SUN FANのイメージ）

図 23 スター型とメッシュ型のネットワーク形態のイメージ図 [19]。スター型では、既存回線との橋渡し
となる基地局が端末を直接収容し、メッシュ型では端末がメッシュ状のネットワークを構成する。
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ら、スター型よりメッシュ型のネットワークが構成できる方が望ましいと考えられる。これらを踏まえ、今回
の研究では通信規格として ZETAおよびWi-SUN FANを有力候補として選定した。
ZETAは到達距離も見通しで 2∼10 kmであり、4段までの中継や端末や中継器が動的に最適な通信経路を
選択するなど、柔軟なネットワーク構築が可能な規格である。すでに一般利用のための製品が流通しており、
例えば携帯電話の圏外である山奥の養殖施設の監視業務 [20]や、上海で数万局を展開しての市内の公共イン
フラの IoT化の実績もある。しかしながら都市部で十分な通信距離を確保する場合、低速通信をせざるを得
ず、1回あたり 49 bytes、30秒ごとの送信しかできない。このため、線量率データ程度であれば送信可能だ
が、KURAMA-IIのようにスペクトルデータを含む数百 bytes/secのデータをそのまま送信するのは困難と
いう欠点がある。
一方Wi-SUN FANは見通しで 500 m、20段までの中継や動的に最適な通信経路選択機能を持ち、加えて
最大 300 kbpsの TCP/UDP通信をサポートしていることから、従来の KURAMA-IIの通信方式をそのまま
使用できる可能性がある。また、京都大学が権利を保有する大学発の規格でもある。一方、実用化という面で
は、Wi-SUN規格の中のWi-SUN HAN(Home Area Network) は国内のスマート電力計に採用され圧倒的な
シェアをもつものの、Wi-SUN FANについては評価用の端末が限定的に提供され、いくつかの実証試験が行
われている程度である。一般向けの製品は 2020年度に入ってからと見られているため、直ちに試験や採用を
計画することは難しい。
以上を踏まえ、本年度は実用化が進む ZETAについて評価を行い、LPWAの特性についての理解を深める
こととした。

PRESS RELEASE 

報道関係者各位                                                  2018年 6月 5日  

ZETA アライアンスの設立 

～LPWA低消費電力メッシュネットワークにより、超スマート社会に貢献～ 

アイティアクセス株式会社 
株式会社 QTnet 
株式会社テクサー 

凸版印刷株式会社 

アイティアクセス株式会社（本社：神奈川県横浜市、代表取締役社長：高橋 尚）、株式会社 QTnet（本社：福
岡市中央区、代表取締役社長：岩﨑和人）、株式会社テクサー（本社：京都市下京区、代表取締役 CEO：朱 
強）、凸版印刷株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：金子眞吾）は、低消費電力でメッシュネットワ
ークを構築可能な次世代 LPWA（※1）通信規格「ZETA（ゼタ）」の普及を目的とし、ZETA アライアンスを立ち上げまし
た。今後、様々な社会課題に対して適用を進め、Society5.0 で掲げられている超スマート社会の実現に貢献することを目
指します。 

ZETA とは、ZiFiSense社が開発したアンライセンス方式の LPWA規格で、超狭帯域（UNB: Ultra Narrow 
Band）による多チャンネルでの通信、メッシュネットワークによる広域での分散アクセス、双方向での低消費電力通信が可能と
いった特長を持つ、IoT に適した通信インフラ技術です。ZETA アライアンスでは、ZETA構成要素となるデバイス開発、システ
ムインテグレーション、クラウドサービス、アプリケーションなどのプラットフォーム開発を会員が連携して行い、ビジネス展開を加速し
てまいります。 

 

 ZETA アライアンスの会員企業による活動内容を、「SmartSensing2018」（会期：6 月 6日(水)～8日(金)10:00
～17:00、会場：東京ビッグサイト）で展示します。 

図 24 ZETAの概要 [21]。メッシュ構造の中継機ネットワークに端末がアクセスし、混信に強く周波数資
源が有効に利用できる狭帯域双方向通信を行うことが特徴である。最適な通信経路を動的に選択するため、
通信環境の変化に対しても安定した通信を確立できる。
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6.3 ZETA規格のあらまし

ZETAとは、ZiFiSense 社が開発した免許の不要な LPWA 規格である（図 24）。ZETAの大きな特徴は約
0.6 ∼ 2 kHzという超狭帯域通信を行うことで、周波数帯域を有効に利用する多チャンネルでの通信が可能で
ある。これにより混雑した周波数帯域でも通信の確立がしやすくなる利点がある。また、基地局と端末の間に
4段までの中継器の設置が可能で、中継器による同士がメッシュネットワークを構成することが可能であり、
通信距離は最大 10∼20 km（見通し距離）とすることができる。加えて、各端末や中継器が通信環境の変化に
応じて動的に最適な通信経路を選択することが可能であり、端末と基地局の間で安定な通信が可能となる。ま
た消費電力が非常に小さいことが特徴であり、中継機や端末自体は乾電池で数年間稼働が可能である。ZETA

の電力消費の低さを生かし、30分に 1回のデータ送信であれば単三電池 4本で連続 1年間稼働可能な ZETA

搭載 AIカメラが開発されている。

6.4 ZETAの実証試験

緊急時の放射線モニタリング活動は、オフィス街、住宅地、農地、山間部など様々な状況での展開が想定さ
れるため、自立型ネットワークにはそれぞれの環境で相応のネットワークが構築できることが求められる。そ
こで、ZETAによるネットワーク構築の実証試験を行うこととした。

6.4.1 都市部におけるエリア展開
ZETA Allianceのメンバーである凸版印刷が東京都内に所有する基地局を用い、基地局付近の市街地を移
動する試作端末からアクセスを試みる形で市街地における伝搬試験を行った。この時の試験方法のあらましを
図 25に示す。また試験の際に使った中継局と試験用端末を図 26に示す。

図 25 通信試験の概要。凸版印刷が既設の基地局に市街地を移動する端末からアクセスする。経路途上に
中継器を設置し、通信経路の動的な選択もできるようにする。

試験用端末は超小型 KURAMA-II のプロトタイプを使用した。超小型 KURAMA-II のシリアル出力を
ZETAの評価用端末に接続し、シリアル通信で ZETA端末を制御した。超小型 KURAMA-IIでは、30秒ご
とに内蔵 GPSで取得した時刻と位置情報、および乱数で発生させた擬似的な線量率データを含む約 30バイ
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図 26 ZETA中継器（左）と ZETA評価用端末と超小型 KURAMA-II プロトタイプを組み合わせた試
験用端末（右）。いずれも電池駆動が可能で小型軽量である。

ト程度のバイナリデータを生成し、ATコマンドで送出した。ZETA試験端末は、受け取ったデータをサーバ
へ送るが、無線通信ができなかった時のデータのバッファリング、通信時の様々なエラー処理や適切な通信経
路の選択等は ZETA端末が自動的に行うこととなっており、この部分が適切に行われるかも実証試験で評価
する点となる。中継器は凸版印刷が所有するもので、電源である乾電池も含め小型軽量にパッケージされてお
り、内蔵する乾電池で数年間の動作が可能である。中継を始めるにあたって中継器の操作は一切不要なため、
必要な場所に持参しておくだけで直ちに機能させることができる。
実際の試験結果のあらましを図 27に示す。試験を行った地域は三田駅の海側の地域で、凸版印刷芝浦ビル

10階の南東方面窓脇に設置された基地局と、人が携行する試作端末とで 30秒間隔で直接通信を行い、その状
況を監視しながら移動した。一帯は概ね数階～10階建程度のビルやマンションが密集しており、道路方向に
は見通しが比較的良いが角を曲がるとビル影に入ってしまう典型的な市街地である。まず試験端末を持った人
がなぎさ通りを南東方向に進み、南東方向に約 1 km離れた芝浦南ふ頭公園付近（図中 A地点）まで移動し
た。この間通信は途絶することはなく、ZETA サーバに送信したデータが記録されることを確認した。これ
は、なぎさ通りに沿っている間は通りに障害物がなく、またなぎさ通りも緩やかに曲がる通りで両脇に立つ建
物が電波の反射板となり、基地局との間を結ぶダクト内を電波が伝わるような形になったためであると考えら
れる。このことは、地図上の B地点より北方向に進むと、30 mほど進んだビル陰で通信が途絶したことから
も明らかである。
この通信が途絶した状態で B 地点に中継器を持った人が立ったところ（図 28）自動的に通信が回復した。

ZETAサーバに送られるデータから、試験端末の ZETAモジュールが中継器を自動で選択して基地局と通信
を確立していたことがわかった。また、途絶中のデータは通信回復後順次送信されたため、途絶によるデータ
の欠落はなかった。このあと移動を継続し、図中水色の範囲（約 200 m四方）の路上で接続が可能となった
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出典：地理院地図Vector

親局（ビル10F）

A

B

Bに中継器を置いたことで
通信可能となったエリア

なぎさ通り

なぎさ通り

図 27 市街地における試験結果。黒実線の矢印は通信が成立したことを、黒点線は通信が確立できなかっ
たことを示す。青で示されている区域では、B地点においたデータが中継器を経由していることがサーバ
側で確認されたエリアである。

図 28 地図中 B地点に置かれた中継局。人が高さ 1 m強の高さにアンテナを手に持って立っている。

ことがわかった。この中継局の設置にあたっては、緊急時などの展開の際に計画的に設置できないことを考慮
し、特に持ち方や立っている場所については規定せずに交差点付近で持ちやすい形で持ってもらうこととし
た。そのためアンテナの位置や高さが不規則に変動し電解強度も不安定になるが、試験中に通信状態が大きく
変化することはなく、データの欠損はなかった。
以上より、通信条件をきめ細かく調整しなくとも市街地で 200 m程度間隔で通信を確立できること、また
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適切な条件を選べば市街地でも 1 km程度の通信は容易に実現できることが確認できた。

6.4.2 既設モニタリングネットワークの補完
今回の自律ネットワークは、既存のモニタリング機器を結ぶネットワークが失われた中で、既存のモニタリ
ングポストや簡易型モニタリングポストほかモニタリング地点として定められている地点間、あるいはそれよ
りきめ細かく設置されることになるモニタリング機器（今回の研究で開発している可搬型モニタリングポス
ト、超小型 KURAMA-IIなど）間で通信を確立してデータを収集する能力を求められる。すなわち、現在モ
ニタリング体制として構築されている既存のモニタリングポストや簡易型モニタリングポスト間でのネット
ワーク確立が可能かどうかが一つの目安となる。
今回、島根県原子力環境センターの協力のもと、同センター周辺に設置されているモニタリングポストおよ
び簡易モニタリングポストの各地点と原子力環境センターの間において ZETAによるネットワーク構築の実
証試験を行った。島根県地域防災計画（原子力災害対策編）[22]で定められている平常時ないし緊急時のモニ
タリング地点は図 29のようになっており、概ね数百mから数 kmごとにモニタリング地点が置かれているこ
とがわかる。
今回の試験では、松江市郊外にある原子力環境センターを起点に、その周辺のモニタリングポストおよび簡
易モニタリングポスト設置各地点および、防災拠点としての島根県庁を結ぶ通信が可能かどうかの試験を行っ
た。各地点の位置関係を図 30に示す。

5km

30km

平常時ポスト ２４局
緊急時ポスト １３８局

３－２－１ 平常時体制及び監視強化段階におけるモニタリング地点マップ

-
 
8
7
 
-

図 29 島根県地域防災計画に定められた平常時および監視強化段階におけるモニタリング地点マップ
[22]。人口集積地を中心に概ね数百 m ∼ 数 km程度に設置されている。
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実証実験候補場所

No.4 県立美術館

No.5 末次局

No.3 生馬公民館

No.1 宍道湖ふれあいパーク

原子力環境センター
No.4 県立美術館

No.5 島根県庁

No.3 生馬公民館

No.2 埋蔵文化センター

No.1 宍道湖ふれあいパーク

原子力環境センター

図 30 島根県原子力環境センターとその周辺のモニタリングポストの位置関係。同センターを拠点とし、
これらの地点との間でのネットワーク構築を試みた。

基地局 
設置箇所

基地局本体

アンテナ

図 31 （左）基地局の設置箇所。島根県原子力環境センター北東側には 5階建の島根県保健環境科学研究
所がある。地図画像は国土地理院地図を使用。（右）屋上に設置された基地局とアンテナの様子。高さ 3 m

にアンテナが設置されている。
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	2019年度成果報告書-包括的被ばく医療-2調査研究１.pdf
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	2019年度成果報告書-包括的被ばく医療-5検証１.pdf
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	2019年度成果報告書-包括的被ばく医療-3調査研究２.pdf
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